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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高（百万円） 187,401 191,322 94,921 125,322 125,971

経常利益（百万円） 9,235 8,715 4,177 10,708 7,180

当期純利益（百万円） 8,254 2,014 4,818 12,082 4,703

包括利益（百万円） － － － 12,135 4,548

純資産額（百万円） 39,460 31,998 31,884 38,832 38,227

総資産額（百万円） 140,538 138,435 118,281 137,000 126,681

１株当たり純資産額
（円）

51.34 72.09 81.94 116.43 126.31

１株当たり当期純利益金
額（円）

33.36 6.67 15.46 39.80 15.58

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額（円）

19.49 5.07 12.91 34.34 14.61

自己資本比率（％） 28.0 23.1 27.0 28.3 30.1

自己資本利益率（％） 23.4 5.6 15.1 34.2 12.2

株価収益率（倍） 8.54 14.68 9.06 4.17 8.02

営業活動によるキャッ
シュ・フロー（百万円）

15,665 12,194 4,208 12,828 13,350

投資活動によるキャッ
シュ・フロー（百万円）

1,604 △837 △2,651 △6,530 △6,066

財務活動によるキャッ
シュ・フロー（百万円）

△17,245 △9,037 △5,103 △6,255 △7,965

現金及び現金同等物の期
末残高（百万円）

5,724 7,921 4,384 4,417 3,718

従業員数（人）

[外、平均臨時雇用者数]

1,707

[365]

1,574

[311]

1,211

[232]

1,169

[－]

1,098

[－]

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれていない。

２．第６期の従業員数は、三鉱建設株式会社、北海道共同石灰株式会社および株式会社サンコーモータスが連結

の範囲から除外されたこと等により、第５期に比べ133名減少している。

３．第７期の従業員数は、サンコーコンサルタント株式会社、室町海運株式会社および九州サンボディー株式会

社が連結の範囲から除外されたこと等により、第６期に比べ363名減少している。

４．第８期および第９期の平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載していない。　
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高（百万円） 135,013 170,393 84,208 113,781 113,144

経常利益（百万円） 7,630 9,181 3,434 9,883 7,475

当期純利益（百万円） 7,954 2,832 5,513 10,199 5,488

資本金（百万円） 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

発行済株式総数（千株）      

普通株式 230,716 302,349 302,349 302,349 302,349

Ｂ種優先株式 40,000 － － － －

Ｃ種優先株式 68,000 40,000 28,000 14,000 －

純資産額（百万円） 37,611 30,473 31,339 36,278 36,531

総資産額（百万円） 123,235 125,860 110,605 125,950 118,484

１株当たり純資産額

（円）
43.60 67.04 80.13 108.37 121.04

１株当たり配当額（うち

１株当たり中間配当額）

（円）

     

普通株式
2.00

(－)

2.00

(－)

2.00

(－)

2.00

(－)

3.00

(－)

Ｂ種優先株式
4.52

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

Ｃ種優先株式
5.77

(－)

5.99

(－)

5.47

(－)

5.02

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金

額（円）
32.06 9.75 17.76 33.56 18.19

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額（円）
18.78 7.12 14.78 28.99 17.05

自己資本比率（％） 30.5 24.2 28.3 28.8 30.8

自己資本利益率（％） 23.6 8.3 17.8 30.2 15.1

株価収益率（倍） 8.89 10.05 7.88 4.95 6.87

配当性向（％） 6.2 20.5 11.3 6.0 16.5

従業員数（人）

[外、平均臨時雇用者数]

735

[－]

734

[－]

718

[－]

545

[－]

545

[－]

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれていない。

２．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため記載していない。

３．第８期の従業員数は、三池事業所を三池港物流株式会社に分社したことによる減少等により、第７期に比べ

173名減少している。　
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２【沿革】

明治７年９月 三井組が神岡鉱山の一部を取得

22年１月 三井組が政府から三池炭鉱の払下げをうけ、三井組、三井物産、三井銀行が協力して三池炭鉱社を

おき、経営にあたる。

25年６月 資本金200万円の三井鉱山合資会社設立、三池炭鉱、神岡鉱山その他の経営にあたる。

26年７月 三井鉱山合資会社を三井鉱山合名会社に改組

41年４月 三池港を開港

42年10月 三井鉱山合名会社を三井合名会社鉱山部とする。

44年12月 三井合名会社鉱山部が独立し、三井鉱山株式会社（以下、「旧三井鉱山」という。）設立

大正３年８月 旧三井鉱山：砂川炭鉱の採掘に着手

昭和13年10月 旧三井鉱山：芦別鉱業所設置、採掘に着手

16年２月 旧三井鉱山：新美唄炭鉱取得、採掘に着手

16年４月 旧三井鉱山：三池染料工業所、石油合成三池試験工場、目黒研究所を分離、三井化学工業株式会社

設立

20年８月 旧三井鉱山：終戦により樺太、朝鮮等における事業および財産を失う。

25年５月 旧三井鉱山：企業再建整備法により神岡鉱業所ほか金属部門を分離し、神岡鉱業株式会社（現在

の三井金属鉱業株式会社）設立

34年10月 旧三井鉱山：三池製作所を分離、株式会社三井三池製作所設立

40年３月 旧三井鉱山：三池港務所を分離、株式会社三井三池港務所設立

44年12月 輸入木材の製材を目的に、みなと木材工業株式会社（現当社）設立

45年５月 三井鉱山コークス工業株式会社設立

48年８月 旧三井鉱山：株式会社三井三池港務所を吸収合併、三池港務所設置

石炭生産部門を分離、三井石炭鉱業株式会社設立

51年５月 旧三井鉱山：三井セメント株式会社を吸収合併、田川工場設置

56年４月 旧三井鉱山：三井鉱山コークス工業株式会社を吸収合併、北九州事業所設置

59年11月 三池炭鉱の石炭輸送を行う三港運送株式会社を吸収合併、商号を三港運送株式会社へ変更

平成５年１月 旧三井鉱山：三池港務所と九州事務所を統合、三池事業所設置

５年10月 旧三井鉱山：三井三池化工機株式会社を吸収合併、栃木事業所設置

９年４月 旧三井鉱山の港湾荷役等を請負う三池ポートサービス株式会社を吸収合併、商号を三池港物流株

式会社へ変更

11年９月 旧三井鉱山：セメント製造・石灰石生産部門である田川事業所を分離、三井鉱山セメント株式会

社へ営業譲渡

13年３月 旧三井鉱山：コークス製造部門である北九州事業所を分離、三井鉱山コークス株式会社へ営業譲

渡

13年４月 商号を三井鉱山物流株式会社へ変更

16年３月 旧三井鉱山および三井鉱山コークス株式会社を吸収合併、商号を三井鉱山株式会社へ変更、株式会

社東京証券取引所市場第一部に上場

17年５月 サンケミカル株式会社を吸収合併

18年10月

20年10月

21年４月

22年10月

　

三井西日本埠頭株式会社を吸収合併

新日本製鐵株式会社および住友商事株式会社の持分法適用関連会社となる。 

商号を日本コークス工業株式会社へ変更 

三池事業所を分離、三池港物流株式会社設立　
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（日本コークス工業株式会社）、子会社16社および関連会社６

社とその他の関係会社である新日本製鐵株式会社および住友商事株式会社（平成24年３月31日現在）で構成されて

おり、コークスの製造・販売、石炭の販売、粉粒体機器・装置の製造・販売を主たる業務としている。

　当社グループの主な事業の内容、当社グループ各社の当該事業における位置づけは次のとおりである。

　なお、次の２部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区

分と同一である。　

　

(1) 石炭・コークス関連事業………コークス関連では、当社北九州事業所で生産するコークスおよび副産物を国内外

　　　　　　　　　　　　　　　　鉄鋼会社等に直接販売するとともに、連結子会社の㈱板垣金造商店などの販売会

　　　　　　　　　　　　　　　　社へ販売している。

　　　　　　　　　　　　　　　　石炭関連では、当社で、海外からの輸入炭を電力・セメント・製紙等の産業向け

　　　　　　　　　　　　　　　　に販売している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（会社総数６社）　

　

(2) 総合エンジニアリング事業……当社栃木工場で製造する粉粒体装置・機器等を販売している。また、連結子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　の有明機械㈱、㈱サン有明電気およびサンテック㈱が当社の機械・電気工事等の

　　　　　　　　　　　　　　　　一部を施工しているほか、建設機械・産業機械等の製造および修理を行ってお

　　　　　　　　　　　　　　　　り、その一部を当社で仕入販売している。　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　また、当社で、石炭灰や汚泥等の産業廃棄物の処理、土壌汚染処理等を行ってい

　　　　　　　　　　　　　　　　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（会社総数７社）

　

(3) その他……………………………連結子会社の三池港物流㈱は、大牟田地区を中心に港湾荷役および貨物輸送を行

　　　　　　　　　　　　　　　　っている。

　　　　　　　　　　　　　　　　また、連結子会社の日本パワーグラファイト㈱は、リチウムイオン二次電池用負

　　　　　　　　　　　　　　　　極材の製造・販売を行っている。

　　　　　　　　　　　　　　　　そのほか、当社で、社有地の開発・賃貸事業および仲介・分譲事業を行っており、子会社の新田川不

動産㈱が不動産の仲介事業や田川地区社有地の管理を行っている。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　（会社総数12社）　

　

（注）各事業の会社数の算定において、当社は重複して数えている。
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　　事業の系統図は次のとおりである。
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４【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（連結子会社） 　 　 　 　 　

三池港物流㈱　

福岡県　

大牟田市

　

100その他　 100
当社が仕入れた石炭の荷役・運送等を行っている。　

役員の兼任２名　転籍３名　

有明機械㈱
福岡県

大牟田市
90

総合エンジニアリ

ング事業

100

(20.0)

当社の機械工事の一部を施工している。

役員の兼任２名　出向２名　転籍２名

千葉三港運輸㈱
千葉県

市原市
50その他

100

(10.0)
役員の兼任２名　出向１名　転籍２名

三美鉱業㈱
北海道

美唄市
15

石炭・コークス関

連事業
100 役員の兼任２名　出向１名　転籍２名

㈱サン有明電気
福岡県

大牟田市
50

総合エンジニアリ

ング事業

100

(20.2)

当社の電気工事の一部を施工している。

役員の兼任２名　出向１名　転籍１名

サンテック㈱
栃木県

栃木市
20

総合エンジニアリ

ング事業
100

当社の機械工事の一部を施工している。

役員の兼任２名　転籍３名

日本パワーグラファイト㈱
東京都

江東区
200その他 60 役員の兼任２名　出向２名

MM RESOURCES PTY. LTD.
オースト

ラリア国

9,250

千A$　

石炭・コークス関

連事業
100 役員の兼任１名　出向１名　

その他　４社      

（その他の関係会社） 　 　 　 　 　

新日本製鐵㈱
東京都

千代田区
419,524製鉄事業

（被所有）　
21.7　

当社の製品の購入等を行っている。

役員の兼任２名　転籍１名

住友商事㈱
東京都

中央区
219,279総合商社

（被所有）

21.7

当社の製品の購入等を行っている。

役員の兼任２名　転籍１名

（注）１．連結子会社の主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載している。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数である。

３．MM RESOURCES PTY. LTD.は、特定子会社に該当している。　

４．新日本製鐵㈱および住友商事㈱は、有価証券報告書提出会社である。 
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

石炭・コークス関連事業 　427

総合エンジニアリング事業 335

　報告セグメント計 762

その他 296

全社（共通） 40

合計 1,098

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループ外からの出向受入社員を含め、当社グループ外への出向社員、組合専従者

および休職者を含めない）である。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものである。

３．臨時雇用者数（アルバイト、パート等直接給与等を支払っている者）の当連結会計年度平均人員は従業員数の

100分の10未満であるため、記載していない。 

(2) 提出会社の状況

 平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

    545　 43.7 20.8 6,096,131

　

セグメントの名称 従業員数（人）

石炭・コークス関連事業 　406

総合エンジニアリング事業 91

　報告セグメント計 497

その他 8

全社（共通） 40

合計 545

（注）１．従業員数は就業人員（社外からの出向受入社員を含め、社外への出向社員、組合専従者および休職者を含めな

い）である。なお、臨時雇用者数（アルバイト、パート等直接給与等を支払っている者）は、従業員数の100分の

10未満であるため記載していない。

２．平均年間給与は税込基準内外給与（賞与を含む）である。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものである。

　

(3）労働組合の状況

　当社グループには日本コークス工業都市労働組合、日本コークス工業社員労働組合、日本コークス工業化工機ユニ

オンおよび三池港物流社員労働組合が組織されており、日本コークス工業化工機ユニオンはＪＡＭに所属してい

る。（平成24年３月31日現在当社グループ組合員総数540人）

　なお、労使関係は安定している。

 

EDINET提出書類

日本コークス工業株式会社(E00030)

有価証券報告書

  8/107



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、当連結会計年度前半においては東日本大震災の影響を受け、また、当連結会

計年度後半においては、欧州債務危機による海外景気の下振れや歴史的な円高の長期化等の影響を受け、景気は、持ち

直しの様相を呈しつつも、総じて不安定な状況で推移した。

このような状況のもと、当社グループの業績は、震災の影響や円高による鉄鋼製品の輸出低迷に伴う国内粗鋼生産

量減少の影響を受け、コークスの販売数量が減少したものの、コークス販売価格の上昇や石炭販売数量の増加等によ

り、当連結会計年度の連結売上高は、前連結会計年度比６億４千９百万円増加の1,259億７千１百万円となった。

利益面では、連結営業利益は、当社の主力事業であるコークス部門において、第２四半期以降の原料炭・製品コーク

ス価格が続落する状況の中で、それ以前の割高な在庫を抱えていたことによる利幅の悪化などにより、前連結会計年

度比41億１千３百万円減少の85億１千７百万円、連結経常利益は、前連結会計年度比35億２千８百万円減少の71億８

千万円となった。

特別損益については、北九州事業所の１ＡＢ炉用コークス乾式消火・発電設備新設工事に係る補助金収入など特別

利益11億４千９百万円に対し、北九州事業所の設備更新に伴う固定資産除却損など特別損失12億４千４百万円を計上

した。

これより、法人税等を差し引き、連結当期純利益は、前連結会計年度に豪州石炭鉱区権益譲渡による特別利益を計上

したことによる反落等から、前連結会計年度比73億７千８百万円減少の47億３百万円となった。 

　セグメントの業績は次のとおりである。

①石炭・コークス関連事業

　コークス事業については、震災影響や円高による鉄鋼製品の輸出低迷に伴う国内粗鋼生産量減少の影響を受け、当

社グループの販売数量は、189万１千トン（前連結会計年度比25万４千トン減少）となり、減収となった。

　石炭事業については、当社グループの販売数量は、180万２千トン（前連結会計年度比６万２千トン増加）となり、

また、当社石炭ヤードを活用したコールセンター事業も堅調に推移し、増収、増益となった。

　この結果、石炭・コークス関連事業の連結売上高は、1,084億４千９百万円（前連結会計年度比１百万円減少）と

なり、連結営業利益は、88億１千６百万円（前連結会計年度比46億２千５百万円減少）となった。

②総合エンジニアリング事業

　化工機事業については、ユーザー各社の設備投資が回復し、増収、増益となった。

　資源リサイクル事業については、石炭灰の輸出が増加し、増収となった。

　この他、連結子会社においては、当社所有の有明マテリアル株式会社株式をすべて譲渡したことにより、同社が第

４四半期から連結対象外となったことに伴う減収があったが、有明機械株式会社が大幅な増収、増益を達成し、この

結果、総合エンジニアリング事業の連結売上高は、122億７千７百万円（前連結会計年度比３億６千１百万円増加）

となり、連結営業利益は、10億５千万円（前連結会計年度比３億５千３百万円増加）となった。

③その他

港湾運送事業を行う三池港物流株式会社については、火力発電所向け石炭やコンテナの取扱数量が増加し、増収

となった。日本パワーグラファイト株式会社については、震災影響による負極材の販売数量減少などにより、減収、

減益となり、その他の連結売上高は、52億４千４百万円（前連結会計年度比２億８千８百万円増加）となり、連結営

業利益は、３億４千１百万円（前連結会計年度比３千６百万円減少）となった。
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(2) キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ、６億９千９

百万円減少の37億１千８百万円となった。　

　当連結会計年度末におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、133億５千万円（前連結会計年度比５億２千２百万円増加）となった。

　これは主に、税金等調整前当期純利益70億８千５百万円、減価償却費55億２千９百万円、売上債権の減少額21億９千

万円、たな卸資産の減少額18億７千１百万円などによる資金の増加に対し、仕入債務の減少額17億４千２百万円、法人

税等の支払額16億７千３百万円、利息の支払額10億９千４百万円などによる資金の減少があったことによるものであ

る。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、60億６千６百万円（前連結会計年度比４億６千３百万円減少）となった。

　これは主に、固定資産の売却による収入37億３千万円に対し、固定資産の取得による支出100億７千６百万円による

ものである。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、79億６千５百万円（前連結会計年度比17億１千万円増加）となった。

　これは主に、短期借入れによる収入2,328億８千７百万円に対し、短期借入金の返済による支出2,277億８千６百万

円、長期借入金の返済による支出90億１千２百万円、自己株式の取得による支出44億８千万円によるものである。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 生産高（百万円）　　 前年同期比（％）

石炭・コークス関連事業
コークス 70,795 102.8

その他 669 123.3

総合エンジニアリング事業 543 60.9

その他  177 96.3

合計 72,186 102.5

（注）１．金額は生産原価によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっている。

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

総合エンジニアリング事業 6,944 88.9 1,076 46.2

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去している。

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。

　

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 販売高（百万円）　 前年同期比（％）

石炭・コークス関連事業 108,449 100.0

総合エンジニアリング事業 12,277 103.0

その他 5,244 105.8

合計 125,971 100.5

（注）１．金額は販売価格に基づき、セグメント間の取引については相殺消去している。

２．主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。

相手先

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％）

新日本製鐵株式会社 50,145 40.0 42,822 34.0

３．上記金額には、消費税等は含まれていない。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、平成15年の株式会社産業再生機構（以下、「産業再生機構」という。）の支援以降取り組んできた

事業再生の過程において、平成17年３月には新日本製鐵株式会社（以下、「新日鉄」という。）および住友商事株式会

社を新たな株主として迎え、平成20年10月には両社の持分法適用関連会社になるとともに、事業の選択と集中により、

業容が従来と大きく変貌したことなどから、平成21年４月に商号を「日本コークス工業株式会社」に変更した。

株式会社三井住友銀行が保有する当社Ｃ種優先株式については、普通株式の希薄化の回避、優先株式の配当負担の

軽減、等を目的として、平成20年５月に発行済株式総数68百万株の全部を自己株式として取得・消却する処理方針を

策定し、株主総会において自己株式取得枠の設定につき承認を得て、同年９月に28百万株、平成22年３月に12百万株、

昨年３月に14百万株、本年３月に14百万株を処理し、全株式の処理が終了した。

産業再生機構の支援以降、多方面より多大なご支援ご協力を頂いてきたが、これをもって、産業再生機構の支援ス

キームによる当社の事業再生は所期の目標を達成し、完了した。

しかしながら、当社は、財務体質充実の観点からは、今後も有利子負債の削減や内部留保による自己資本の充実をは

かる必要があること、また、足元の経済環境は、海外景気の下振れ懸念や円高など予断を許さない状況にあるため、経

営方針として、コークス事業の基盤強化、多面的な利益構造への転換などによる更なる体質強化をはかり、企業価値の

一層の向上を目指すことを掲げ、これを具現化するために、部門ごとに以下のような対処すべき課題に取り組んでい

く所存である。

　

（石炭・コークス関連事業） 

コークス事業については、円高などの影響で国内鉄鋼各社の粗鋼生産が低調に推移しており、当面厳しい状況が続

く状況となっている。

このような状況において、当社としては、コークスの販売数量を確保し、北九州事業所の稼働率を高水準に維持する

ことで、安定的な収益を確保していく所存である。特に、本年10月に新日鉄と住友金属工業株式会社の合併により誕生

する新日鐵住金株式会社との関係を今まで以上に強化し、取引の維持・拡大に努めるとともに、他の国内鉄鋼会社と

の取引拡大、輸出先の開拓も視野に入れ、販売数量の確保に尽力していく所存である。

製造面では、調達部門と連携し、原料炭調達ソースの多様化・分散化をおしすすめ、原料炭の最適配合を行うこと

で、品質を維持しつつ製造コストを最大限低減するよう注力していく所存である。

また、収益改善投資や安定操業のための老朽化設備更新投資も継続して検討・実行し、将来の収益基盤の安定化を

はかっていく所存である。

　

　石炭事業については、新規顧客の開拓などによる石炭販売数量拡大に努めるとともに、当社グループの強みである石

炭ヤードなどのインフラを活かしたビジネスに注力し、事業基盤の安定化をはかっていく所存である。

　

（総合エンジニアリング事業）

化工機事業については、長年の販売実績によるブランド力および技術力をもとに、主要販売分野である電子材料、樹

脂、トナー分野での混合機、微粉砕機などの機器および設備の拡販、ならびに、市場規模の大きな医療・食品業界への

展開を推進し、収益拡大をはかっていく所存である。

また、海外展開については、中国・韓国・台湾に加え、今後の成長が著しい東南アジア地区へ進出し、新規顧客の開

拓をすすめていく所存である。

資源リサイクル事業については、既存の商権である石炭灰処理、汚泥処理を維持するとともに、石炭灰のセメント原

料向け輸出などに注力し、安定的な収益の確保をはかっていく所存である。
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（その他）

三池港物流株式会社については、同社が事業を展開する三池港(福岡県大牟田市)において、国による航路増深・拡

幅などの港湾整備事業や福岡県による新たなクレーンの設置、自動車専用道である有明海沿岸道路の三池港への伸長

など、港湾周辺のインフラが整備・充実されており、これをビジネスチャンスと捉えて、積極的な営業活動を展開し、

貨物の取扱数量増加を目指していく所存である。

　

　リチウムイオン二次電池用負極材の製造・販売会社である日本パワーグラファイト株式会社については、北九州市

若松区内の響灘臨海工業団地内で建設を進めていた新工場が本年２月末に竣工している。

  震災や不安定な景気の影響でリチウムイオン二次電池の需要の伸びが鈍化しているが、今後のリチウムイオン二次

電池の需要拡大に備え、積極的な営業活動を展開するとともに、価格競争力を備えるための効率的な生産による製造

コスト削減に取り組み、事業基盤の整備をはかっていく所存である。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項は以下のとおりである。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断、あ

るいは当社グループの事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示

の観点から記載している。

　なお、文中の将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものである。

(1)市場環境

　当社グループは、石炭・コークスというエネルギー関連素材の仕入・製造・販売事業を行っているが、世界的な

規模での需給状況の変動により、その仕入・販売の価格および数量が大きく変動する可能性がある。これに加え

て、コークスについては、主要な販売先である国内鉄鋼業界のコークス需要の動向が販売価格、販売数量等に影響

を及ぼす可能性がある。また、コークスの製造能力は短期的な増強が困難であるため、市況の改善に応じて製造・

販売数量を増やすことが困難である。さらに、当社の年間コークス製造能力約210万トンのうち、約23％（約50万ト

ン／年）は、１Ａコークス炉再稼働に合わせ、新日本製鐵株式会社と10年の長期契約を締結し、コークスの安定供

給を行っている。当該契約に基づくコークス価格は市況とは連動しない値決め方式により決定されるため、市況低

迷時においても一定の利益が得られる一方、価格高騰時においては高騰に伴う利益は得られない。

　当社グループは、石炭（一般炭およびコークス用原料炭）の仕入をオーストラリア、中国、インドネシア等から

行っているが、当該地域において、自然災害、政治または経済環境の変化、税制、規制、法律の変更等により、仕入価

格の高騰や石炭の供給遅延または停止が起こった場合には、当社グループの経営成績、財務状況に影響を及ぼす可

能性がある。

(2)為替レートの変動

　当社グループは、石炭等の仕入ならびに石炭・コークスの販売等の外貨建て取引（主に米ドル建て）を行ってい

るため、為替レートの変動による影響を受ける。為替リスクは、主に、外貨建てのコークスの販売と原料となる石炭

の輸入取引により相殺されるが、相殺されない部分は当社グループの経営成績、財務状況に影響を及ぼす可能性が

ある。

(3)金利の変動

　当社グループは、有利子負債を有しているため、金利変動による影響を受ける。著しい金利変動は、借入金の金利

負担として当社グループの経営成績、財務状況に影響を及ぼす可能性がある。なお、長期借入金の大部分について

は、金利上昇リスクを可能な限り回避するため、金利スワップ等のヘッジ取引を行っている。

(4)借入債務に係る財務制限条項

　当社グループの借入金にかかる契約には財務制限条項が付されているものがある。当社または当社グループの経

営成績や財務状況が悪化し、当該条項を満たすことができないことが判明した場合は、直ちに借入金の一括返済を

求められるものではないが、貸付人等との間で今後の対応について協議を行うことになっており、その結果如何で

は、期限の利益を喪失するなど今後の安定・継続的な資金の調達に影響を及ぼす可能性がある。

　なお、財務制限条項の内容は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項　

（連結貸借対照表関係）　７．財務制限条項」に記載している。 

 

(5)信託財産留保トリガー条項

　当社グループの借入金の担保に供している信託財産（「預け金」に計上）について、その償還を留保するトリ

ガー条項が付されている。当社または当社グループの経営成績等が悪化し、当該条項に抵触することが判明した場

合は、直ちにその償還を留保されるものではないが、質権者等との間で今後の対応について協議を行うことになっ

ており、その結果如何では、特定の営業債権の発生により信託される当該信託財産の償還は留保され、対応する借

入金の返済に優先的に充当されるなど今後の安定・継続的な資金の調達に影響を及ぼす可能性がある。

　なお、信託財産留保トリガー条項の内容は、次のとおりである。

①義務違反

　質権設定者としての義務違反が発生している場合。

②利益維持

　連結決算および個別決算において、本決算期の営業損益がマイナスとなった場合。

③キャッシュ・フロー制限

　連結決算において、本決算でのＤＳＣＲが1.1未満となった場合。
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(6)固定資産の価値の下落

　当社グループが保有している固定資産のうち、有形固定資産、無形固定資産等については、時価や収益性をもとに

資産価値を検討しているが、今後さらに時価の下落、収益性の低下等に伴い資産価値が下落した場合は、減損を余

儀なくされ、当社グループの経営成績、財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

(7)法的規制

　当社グループは、国内外で各種の法的規制（租税法規、環境法規、労働法規、貿易・為替法規等の事業関連法規）

に服しており、万が一、法令に違反した場合には、当局から課徴金・営業停止の行政処分を受けるほか、その利害関

係者から損害賠償請求等を提訴される可能性がある。

　なお、上記のような様々な法令、規則等の適用を受けており、これらの法的規制が変更または強化された場合に

は、規制遵守のための費用が増加する可能性があり、その場合には、当社グループの経営成績、財務状況に影響を及

ぼす可能性がある。

(8)石炭・コークス関連事業への依存

　当社グループの主力事業は、石炭・コークス関連事業であり、当社グループの売上高および営業利益に占める当

該事業の割合が高く、当該事業への依存度が高くなっている。そのため、当該事業の業績が市場環境等により変動

した場合には、当社グループの経営成績、財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

(9)税務上の繰越欠損金の消滅

　当社は、税務上の繰越欠損金を有しているため、現在は、法人税等の負担は発生していない。しかしながら、当該繰

越欠損金が消滅した段階または繰越欠損金の繰越控除期間の期限である平成31年３月期の翌期以降においては、

期間所得に基づく法人税等の税金が発生し、当社グループの経営成績、キャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性

がある。 

５【経営上の重要な契約等】

　 　当社は、平成16年９月10日に新日本製鐵株式会社との間で、当社北九州事業所１Ａコークス炉で生産する約50万ト

ン／年のコークスの全量を10年間にわたり同社へ供給する契約を締結している。

　　　

 

６【研究開発活動】

　当社グループ（当社および連結子会社）は、総合エンジニアリング事業における化工機事業分野をはじめ、新規事業

分野において、製品の高度化と新製品・新技術の開発に取り組んでいる。

　当連結会計年度における各セグメント別の研究の目的等は次のとおりである。なお、当連結会計年度の研究開発費の

総額は１億５百万円である。

　

（総合エンジニアリング事業）　

　化工機事業分野においては、ナノオーダーレベルの超微粉砕が可能なＭＳＣミルの大型化や機能向上に、また、電子

部品業界や電池業界をはじめ多くの分野で導入されているＳＣミルの省エネルギー化に取り組んでいる。

　総合エンジニアリング事業に係る研究開発費は３千７百万円である。　

　

（その他）

　日本パワーグラファイト㈱においては、リチウムイオン二次電池用負極材の開発を、住友商事株式会社と共同で取り

組んでいる。

　その他に係る研究開発費は６千８百万円である。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項については、提出日現在において判断したものである。

(1) 重要な会計方針および見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ている。当社グループが採用した重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりである。

　当社の連結財務諸表の作成において、損益または資産の状況に影響を与える見積り・判断は、過去の実績やその

時点で入手可能な情報に基づいた合理的と考えられる様々な要因に基づき行っているが、見積りには不確実性が

伴うため、実際の結果はこれらと異なる場合がある。

(2) 経営成績および財政状態の分析

①経営成績

　当連結会計年度の連結売上高は、震災の影響や円高による鉄鋼製品の輸出低迷に伴う国内粗鋼生産量減少の影

響を受け、コークスの販売数量が減少したものの、コークス販売価格の上昇や石炭販売数量の増加等により、前連

結会計年度比６億４千９百万円増加の1,259億７千１百万円となった。

　利益面では、連結営業利益は、当社の主力事業であるコークス部門において、第２四半期以降の原料炭・製品

コークス価格が続落する状況の中で、それ以前の割高な在庫を抱えていたことによる利幅の悪化などにより、前

連結会計年度比41億１千３百万円減少の85億１千７百万円、連結経常利益は、前連結会計年度比35億２千８百万

円減少の71億８千万円となった。

　特別損益については、北九州事業所の１ＡＢ炉用コークス乾式消火・発電設備新設工事に係る補助金収入など

特別利益11億４千９百万円に対し、北九州事業所の設備更新に伴う固定資産除却損など特別損失12億４千４百万

円を計上した。

　これより、法人税等を差し引き、連結当期純利益は、前期に豪州石炭鉱区権益譲渡による特別利益を計上したこ

とによる反落等から、前連結会計年度比73億７千８百万円減少の47億３百万円となった。

　

②財政状態

　当連結会計年度末の総資産は、1,266億８千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ103億１千８百万円減少と

なった。増減の主なものは、１ＡＢ炉用コークス乾式消火・発電設備の完成などによる機械装置及び運搬具の増

加66億４千７百万円、これに伴う振替などによる建設仮勘定の減少60億６千５百万円、原材料及び貯蔵品の減少

25億４千６百万円、売掛金の減少22億７千６百万円、投資その他の資産「その他」の減少20億７千３百万円、流動

資産「その他」の減少13億３千６百万円、流動資産「繰延税金資産」の減少10億５百万円等である。

　当連結会計年度末の負債は、884億５千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ97億１千３百万円減少となっ

た。増減の主なものは、長期借入金の減少80億５千５百万円、買掛金の減少18億３千５百万円、未払法人税等の減

少12億６千１百万円、短期借入金の増加47億９千３百万円等である。

　当連結会計年度末の純資産は、Ｃ種優先株式の消却等により、前連結会計年度末に比べ、６億５百万円減少の382

億２千７百万円となった。また、当連結会計年度末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.8ポイント増加

の30.1％になった。

 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　「４．事業等のリスク」に記載のとおり、当社グループの経営成績等は、市場環境、為替レートの変動、金利の変

動、固定資産の価値の下落、法的規制、石炭・コークス関連事業への依存および税務上の繰越欠損金の消滅等の影

響を受ける可能性がある。
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(4) 経営戦略の現状と見通し

  当社グループの経営戦略については、これまで当社グループの収益を支えてきたコークス事業の環境が、内需

回復の遅れと円高による鉄鋼輸出の減少等による国内鉄鋼業界の低迷から厳しい局面にさらされるとの予測に

立ち、これまでと同じ収益を維持・拡大するために、以下の課題の克服が不可欠と認識している。

　基幹事業であるコークス事業の課題は、①国内高炉向け販売数量確保を優先しつつ、輸出による販売数量確保に

も注力し、北九州事業所稼働率を高水準に維持、②原価削減の観点から、コストの大半を占める原料炭について、

最適配合によるコスト改善に注力するとともに、調達ソースの多様化・分散化を図る、③原料炭以外のコスト競

争力強化（工場オペレーションの効率化、物流コスト削減等）に取り組み、その効果の早期実現を図る、④適切な

設備投資（老朽化更新、収益改善投資の検討等）、⑤安全・安定操業の継続、等により、市況変動に耐えうる強靭

な事業構造の構築を推し進めることである。　

　コークス事業以外の事業の課題は、①石炭事業の堅実な展開と収益力の更なる向上、②化工機事業の将来に向け

た事業展開力強化および収益体質の強化、③負極材事業を担当する日本パワーグラファイトおよびその他のグ

ループ会社の事業基盤の確立と収益体質の強化である。　

  また、これらの課題の克服を通じて収益力を強化し、事業収益による財務体質の更なる充実を図る。

 

(5) 資本の財源および資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ６億９千

９百万円減少の37億１千８百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、133億５千万円（前連結会計年度比５億２千２百万円増）となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、60億６千６百万円（前連結会計年度比４億６千３百万円減）となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、79億６千５百万円（前連結会計年度比17億１千万円増）となった。

　

②資金需要

　当社グループの主な資金需要は、設備投資、原材料・商品等の仕入代金の支払、販売費および一般管理費の支払、

借入金の返済および法人税等の支払等である。

　当社グループは、事業活動に必要な資金を、営業活動によるキャッシュ・フローおよび借入金によって継続的に

調達することが可能であると考えている。

③財務政策

　当社グループは、運転資金および設備投資資金については、営業活動によるキャッシュ・フローから生み出され

る自己資金ならびに借入金により賄っている。当連結会計年度末現在、短期借入金の残高は177億３千２百万円

（うち、１年以内に返済予定の長期借入金87億円）、長期借入金の残高は369億１百万円である。また、当社および

一部の連結子会社は、取引銀行22行と当座貸越契約および貸出コミットメント契約を締結しており、効率的な資

金調達を行っている。当連結会計年度末における当座貸越契約の極度額および貸出コミットメントの総額は460

億円であり、借入実行残高は90億１百万円である。

　また、当社グループは、資金効率を高めるため、売上債権およびたな卸資産の圧縮に努めており、有利子負債の残

高を減少させ借入金依存度を引き下げ、財務体質の健全化を目指している。

　当連結会計年度のキャッシュ・フロー対有利子負債比率（有利子負債÷営業キャッシュ・フロー）は4.1年で

あり、インタレスト・カバレッジ・レシオ（営業キャッシュ・フロー÷利払い）は12.2である。

（注）有利子負債…借入金およびその他の有利子負債

営業キャッシュ・フロー…連結キャッシュ・フロー計算書における営業活動によるキャッシュ・フロー

利払い…連結キャッシュ・フロー計算書における利息の支払額

(6) 経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループは、主力であるコークス事業のより一層の競争力強化を図り、主要株主かつ主要な取引先である新

日本製鐵株式会社および住友商事株式会社との提携関係をさらに強化し、当社の収益および経営の安定化を実現

することで、企業価値の更なる向上を図っていく方針である。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社および連結子会社）は、品質、サービスおよび生産性の向上を図るため設備の増強、維持補修等

を行い、当連結会計年度において77億１千５百万円の設備投資（長期前払費用を含む）を実施し、そのうち石炭・

コークス関連事業に属する当社北九州事業所において、コークス製造設備、港湾荷役設備の増強等57億１千６百万円

を実施した。

　なお、総合エンジニアリング事業およびその他の事業の当連結会計年度中における設備投資は、経常的な維持補修で

あり、特記すべき事項はない。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。

(1）提出会社

 平成24年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

北九州事業所

（北九州市若松区）

石炭・コーク

ス関連事業

コークス製造・

副産物加工設備
3,64625,450

13,852
(950千㎡)

60 43,011 317

港湾荷役設備 1,7742,945
2,786

(166千㎡)
3 7,510 61

栃木工場

（栃木県栃木市）

総合エンジニ

アリング事業

化学機器製造設

備
103 442

1,218
(114千㎡)

39 1,803 60

（注）１．帳簿価額のその他は工具、器具及び備品およびリース資産であり、建設仮勘定を含めていない。

２．金額には消費税等を含めていない。

　

(2）国内子会社

 平成24年３月31日現在

会社名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

三池港物流㈱

（福岡県大牟田市）
その他

港湾荷役・陸上

運送設備
827 320

1,989
(428千㎡)

4 3,142 148

（注）１．帳簿価額のその他は工具、器具及び備品である。

２．金額には消費税等を含めていない。

　

　

(3）在外子会社

　特記する事項はない。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社および連結子会社）における設備投資については、景気予測、投資効率、設備改修計画等を総合

的に勘案して策定している。設備投資計画は原則的に連結子会社が個々に策定しているが、重要な設備投資について

は当社を中心に調整を図っている。

　

(1)設備の新設

　経常的な設備の更新のための新設等を除き、重要な設備の新設等の計画はない。

 

(2)除却等

　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はない。 　　　　　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式              　　      1,080,000,000

　　　優先株式（Ｃ種優先株式）　（注）                           40,000,000

計                        1,120,000,000

（注）平成24年６月28日開催の第９回定時株主総会において、優先株式（Ｃ種優先株式）の発行可能株式総数について

　　　の定款の定めを削除する旨を決議している。 

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

　
（平成24年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　普通株式 　　※１　　302,349,449　※１　　302,349,449
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

500株 

計             302,349,449          302,349,449 － －

（注）※１．普通株式のうち、82,644,628株は債権の現物出資（デット・エクイティ・スワップ 9,999百万円）によって

発行されたものであり、71,633,237株は債権の現物出資（デット・エクイティ・スワップ 10,000百万円）

によって発行されたＡ種優先株式40,000,000株が普通株式に転換したものである。また、71,633,236株は普

通株式を対価とする取得請求権の行使によってＢ種優先株式40,000,000株が普通株式に転換したものであ

る。

　　　　２．当社が発行していたＣ種優先株式については、平成24年３月23日付で全株消却している。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はない。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はない。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 種類
発行済株式総
数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年８月１日

※１
－ － 338,716,213－ 7,000△5,095 1,750

平成20年９月26日

※２
Ｃ種優先株式 △28,000,000310,716,213－ 7,000 － 1,750

平成20年10月１日

※３

普通株式 71,633,236
 342,349,449－ 7,000 － 1,750

Ｂ種優先株式 △40,000,000

平成22年３月26日

※４
Ｃ種優先株式 △12,000,000 330,349,449－ 7,000 － 1,750

平成23年３月30日

※５
Ｃ種優先株式 △14,000,000 316,349,449－ 7,000 － 1,750

平成24年３月23日

※６
Ｃ種優先株式 △14,000,000 302,349,449－ 7,000 － 1,750

（注）※１．会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものである。

※２．会社法第178条の規定に基づき、Ｃ種優先株式を消却したものである。

※３．Ｂ種優先株式の普通株式を対価とする取得請求権が行使され、普通株式を発行したことによるものである。

※４．会社法第178条の規定に基づき、Ｃ種優先株式を消却したものである。

※５．会社法第178条の規定に基づき、Ｃ種優先株式を消却したものである。

※６．会社法第178条の規定に基づき、Ｃ種優先株式を消却したものである。　

 

（６）【所有者別状況】

 平成24年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数500株） 単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 31 75 184 100 11 17,81818,219 －

所有株式数

（単元）
－ 64,35220,429318,20829,337 264171,262603,852423,449

所有株式数の

割合（％）
－ 10.66 3.38 52.70 4.86 0.04 28.36100.00 －

（注）１．自己名義株式530,088株は「個人その他」の中に1,060単元、「単元未満株式の状況」の中に88株含まれてい

る。

２．証券保管振替機構名義の株式は、「その他の法人」の中に12単元含まれている。 
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（７）【大株主の状況】

 

 平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区丸の内2-6-1 65,628,595 21.70

住友商事株式会社 東京都中央区晴海1-8-11 65,628,595 21.70

株式会社神戸製鋼所 兵庫県神戸市中央区脇浜町2-10-26 9,228,500 3.05

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 4,762,500 1.57

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内3-4-1 4,614,000 1.52

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 4,051,500 1.34

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 3,772,181 1.24

株式会社商船三井 東京都港区虎ノ門2-1-1 2,513,000 0.83

三津原　博 神奈川県横浜市青葉区 2,500,000 0.82

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海1-8-11 2,493,000 0.82

計 － 165,191,87154.63

（注）上記所有株式のうち、信託業務に係る株式は、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）4,762,500

株、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）4,051,500株および日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口９）2,493,000株である。

 

EDINET提出書類

日本コークス工業株式会社(E00030)

有価証券報告書

 21/107



（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　530,000 － －

完全議決権株式（その他） 　301,396,000 602,792 －

単元未満株式 　423,449 － １単元（500株）未満の株式

発行済株式総数 302,349,449 － －

総株主の議決権 － 602,792 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式6,000株が含まれている。また、

　　　　「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれている。 

 

　　　②【自己株式等】

 平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本コークス工業株式会社
東京都江東区豊洲

３－３－３
530,000 － 530,000 0.17

計 － 530,000 － 530,000 0.17

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はない。

 

EDINET提出書類

日本コークス工業株式会社(E00030)

有価証券報告書

 22/107



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はない。　　　　　　　　

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はない。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,444 413,226

当期間における取得自己株式（注）     209     20,824

　（注）当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

　　　　取りによる株式は含まれていない。 

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】　

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の買増請求による売渡し）
497 69,580     －     －

保有自己株式数 530,088 －    530,297 －

　（注）１．当期間における処理自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

　　　　　　買増請求による売渡しによる株式は含まれていない。

　　　　２．当期間における保有自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式　　

　　　　　　の買取りおよび単元未満株式の買増請求による売渡しによる株式は含まれていない。　
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【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当するＣ種優先株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

　株主総会（平成23年６月29日）での決議状況

（取得期間　平成23年６月29日～平成24年６月28日） 
14,000,000 4,480,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 14,000,000    4,480,000,000

残存授権株式の総数及び価額の総額     －     －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％）     － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％）     －    －

   

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　該当事項はない。 

　　　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 14,000,0004,480,000,000－ －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 －  － － －

　（注）上記については、会社法第178条の規定に基づき消却している。
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３【配当政策】

(1) 配当方針

　当社の利益配分に関する基本方針については、自己資本、財務体質の充実度を勘案したうえで業績を加味しなが

ら配当を行うこととしているが、継続的且つ長期安定的な利益還元を経営の重要課題と認識している。

　

(2) 配当制度

　当社は、定款により、毎事業年度２回（期末配当および中間配当）の配当制度を定めている。

①期末配当

　期末配当は、毎年３月31日を基準日として、株主総会で決議する。

②中間配当

　中間配当は、毎年９月30日を基準日として、取締役会で決議する。

(3) 当事業年度に係る剰余金の配当

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）　

平成24年６月28日

定時株主総会決議
905 3.00

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】　

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円） 524 402 149 197 178

最低（円） 196 84 92 84 90

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年10月平成23年11月平成23年12月平成24年１月 平成24年２月 平成24年３月

最高（円） 111 115 108 121 140 138

最低（円） 96 90 96 98 111 120

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役
社長

　 西尾　仁見 昭和25年10月１日

昭和49年４月 新日本製鐵株式会社入社

平成９年４月 同社エンジニアリング事業本部　環境・水道

事業部　環境プラント第一部長

平成11年４月 同社同本部同事業部　環境プラント営業部　

　　　　　　 部長

平成13年６月 同社同本部　総括部長

平成17年６月 同社取締役エンジニアリング事業本部　総括

部長

平成18年４月 同社取締役同本部　海洋・エネルギー事業部

長

平成18年６月 新日鉄エンジニアリング株式会社取締役常

務執行役員　海洋・エネルギー事業部長

平成21年10月 同社取締役常務執行役員　調達本部長

平成23年６月 当社代表取締役社長(現) 

(注)３ 24,500

取締役
副社長

　 柿原　康一郎 昭和26年10月21日

昭和49年４月 株式会社三井銀行(現株式会社三井住友銀

行)入行

平成11年１月 株式会社さくら銀行(現株式会社三井住友銀

行)　日本橋営業部日本橋営業第三部長

平成13年４月 株式会社三井住友銀行　本店営業第九部長

平成14年６月 同行営業審査第一部　部付部長

平成15年12月 (旧)三井鉱山株式会社顧問

平成16年１月 同社常務取締役　常務執行役員

平成16年３月 当社常務取締役　常務執行役員

平成17年６月 当社専務取締役　専務執行役員

平成20年４月 当社取締役副社長　副社長執行役員

平成22年６月 当社取締役副社長(現) 

(注)３ 23,500

専務取締役 燃料部長 日野　信三郎 昭和25年８月17日

昭和48年４月 住友商事株式会社入社

平成11年４月 同社鉄鋼第一本部　鉄鋼原料部長

平成13年４月 同社資源本部　鉄鋼原料部長

平成17年９月 同社資源・エネルギー事業部門　資源第二本

部長補佐

平成19年４月 同社資源・エネルギー事業部門長付兼資源
第二本部長補佐

平成20年８月 同社資源・エネルギー事業部門長付兼資源
第二本部長補佐兼資源第一本部長付

平成21年４月 同社資源・化学品事業部門長付兼資源第二
本部長補佐兼資源第一本部長付

平成22年４月 当社常務執行役員　燃料部長

平成22年６月 当社常務取締役　燃料部長

平成23年４月 当社専務取締役　燃料部長(現)

(注)３ 14,000

取締役 人事・総務部長 鍜治屋　和博 昭和30年12月24日

昭和54年４月 (旧)三井鉱山株式会社入社

平成16年４月 当社本店人事・総務部長

平成17年６月 当社執行役員　本店人事・総務部長

平成18年４月 当社執行役員　総務部長

平成19年６月 当社取締役　常務執行役員総務部長

平成20年６月 当社取締役　常務執行役員経営企画部長

平成22年６月 当社取締役　経営企画部長

平成23年９月 当社取締役　人事・総務部長(現)

(注)３ 13,500

取締役
北九州事業
所長

吉田　祥治 昭和28年８月24日

昭和54年４月 (旧)三井鉱山株式会社入社

平成18年６月 当社総合エンジニアリング事業本部副本部

長

平成19年11月 当社技術統括部長

平成20年４月 当社執行役員　技術統括部長

平成22年６月 当社取締役　化工機事業部長

平成23年４月 当社取締役　北九州事業所長(現)　

(注)３ 10,500
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役  赤木　誠 昭和32年４月24日

昭和56年４月 新日本製鐵株式会社入社

平成12年４月 同社堺製鐵所　総務部総務グループリーダー

平成16年７月 同社八幡製鐵所　労働・購買部長

平成21年４月 同社経営企画部　関連会社グループリーダー

[部長](現)

平成21年６月 当社取締役(現)

(注)３ －

取締役  高橋　和之 昭和34年８月７日

昭和57年４月 住友商事株式会社入社

平成13年10月 同社石炭部　原料炭チーム長

平成16年３月 SUMISHO COAL AUSTRALIA PTY LIMITED 社長

平成19年４月 住友商事株式会社石炭部長

平成22年４月 オーストラリア住友商事会社社長

平成23年４月 住友商事株式会社理事兼オーストラリア住

友商事会社社長(現)

平成24年６月 当社取締役(現)

(注)３ －

常勤監査役  釣出　進一 昭和30年１月26日

昭和53年４月 (旧)三井鉱山株式会社入社

平成16年４月 当社執行役員　本店経営企画部長

平成16年８月 当社執行役員　本店財務部長兼経理部長

平成17年４月 当社執行役員　本店経理部長

平成20年６月 三井鉱山マテリアル株式会社専務取締役業

務部長

平成24年５月 当社顧問

平成24年６月 当社常勤監査役(現)

(注)４ 1,500

監査役  齋藤　純夫 昭和23年１月８日

昭和46年６月 株式会社三井銀行(現株式会社三井住友銀

行)入行

平成12年４月 株式会社さくら銀行(現株式会社三井住友銀

行)執行役員　東京営業第二部長

平成13年４月 三井オートリース株式会社(現住友三井オー

トサービス株式会社)顧問

平成13年12月 同社社長

平成19年10月 住友三井オートサービス株式会社副社長

(現)

平成24年６月 当社監査役(現)

(注)４ －

監査役　 　 定盛　順一　 昭和38年３月22日

昭和60年４月 東洋信託銀行株式会社入行

平成３年10月 中央新光監査法人入所

平成７年５月 公認会計士登録

平成14年６月 中央青山監査法人社員

平成18年７月 住友商事株式会社資源・エネルギー事業部

門資源・エネルギー総括部長付

平成20年７月 同社資源・エネルギー事業部門 資源・エネ

ルギー総括部長付事業会社支援チームリー

ダー

平成21年４月 同社資源・化学品事業部門　資源・化学品総

括部長付事業会社支援チームリーダー(現)

平成22年６月 当社監査役(現)

(注)４ －

監査役  城戸　　修 昭和41年５月８日

平成２年４月 新日本製鐵株式会社入社

平成12年３月 同社東京製造所　総務グループ　マネー

ジャー

平成15年１月 同社鋼管事業部鋼管営業部　企画・調整グ

ループ　マネージャー

平成19年４月 同社経営企画部関連会社グループ　マネー

ジャー

平成21年４月 同社経営企画部関連会社グループ　部長代理

(現)

平成24年６月 当社監査役(現)

(注)４ －

    計  87,500
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（注）１．取締役　赤木誠、高橋和之は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。

２．監査役　齋藤純夫、定盛順一、城戸修は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

３．平成24年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成24年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．当社は、意思決定の迅速化および業務執行の円滑化を図るため、執行役員制度を導入している。執行役員は下記

のとおりである。

執行役員 経営管理部長 清水　昭彦

執行役員 化工機事業部長 橋本　浩之
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　①企業統治の体制

　　　イ．企業統治の体制の概要

　　　　　　当社は、監査役設置会社であり、取締役７名中２名が社外取締役、監査役４名中３名が社外監査役であ

　　　　　る。

　　　　　　当社は、毎月末に定例取締役会を開催するほか、必要に応じ随時臨時取締役会を開催している。このほ

　　　　　か、業務執行に関する重要事項および経営方針を審議・協議するため経営会議を設置し、月２回の頻度で

　　　　　開催している。なお、取締役会での意思決定を要する経営計画、予算、設備投資、投融資等の重要な個別

　　　　　執行事案については、事前に経営会議、予算委員会、投融資委員会、関係各部門長等による会議等におい

　　　　　て審議・協議を行っている。また、全般的な業務の遂行状況をモニタリングすることを目的としたモニタ

　　　　　リング会議を、月１回の頻度で開催し、各部門の抱える課題に焦点を当て、課題解決の道筋をつけること

　　　　　を目的とした事業戦略会議を、都度開催している。　

　　　　　　監査役は取締役会のほか経営会議などの重要な会議に出席している。監査役の監査を補助するためスタ

　　　　　ッフを２名（兼任）配置している。

　　　　　　内部監査部門は、当社グループ全体の業務執行を対象とした監査を行う。

　　　ロ．企業統治の体制を採用する理由

　　　　　　当社のガバナンスの効率性と実効性を確保し、企業価値の向上に資するため、複数の社外取締役、社外

　　　　　監査役を選任している。

　　　　　　取締役の業務が効率的に行われるために、経営会議、予算委員会、投融資委員会、関係各部門長等によ

　　　　　る会議等において審議・協議を行っている。　

　　　ハ．内部統制システムの整備の状況

　　　　　・内部統制整備の組織体制

　　　　　　　取締役会で決議した内部統制の基本方針に沿って、規則や体制の整備を行うため、人事・総務部内に

　　　　　　リスクマネジメントグループを設置している。

　　　　　・コンプライアンス体制の整備状況

　　　　　　　当社は、社長を委員長とするリスクマネジメント委員会を設置し、当社グループのリスク管理、コン

　　　　　　プライアンスに関する基本方針の策定、体制の整備および諸施策に関する審議を行っている。このほ

　　　　　　か、「コンプライアンスガイドブック」の配布、研修等の実施、内部通報制度の運用などの施策を行

　　　　　　い、コンプライアンス意識の向上等を図っている。　

　　　ニ．リスク管理体制の整備状況

　　　　　　当社は、重大事故発生時に損害・損失等を抑制するための具体策を迅速に決定・実行する組織として、

　　　　　社長を本部長とする危機対策本部を設置し、適切に対応するとともに、実効性のある再発防止策を構築す

　　　　　る社内体制を整備している。

　

　　②内部監査及び監査役監査の状況

　　　当社は、当社グループのコンプライアンスの遵守状況および業務の適正性を中心としたリスクマネジメントを

　　行うため、人事・総務部にリスクマネジメントグループを設置し、専任者４名を置いている。

　　　当社の監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、毎年４月に監査役会で協議のうえ年間の監査計

　　画を作成し、このスケジュールに従い、常勤監査役１名を中心に、取締役または本店各部、事業所、子会社等の

　　業務および財産の状況の監査を行っている。

　　　監査役とリスクマネジメントグループは、監査に関する情報・意見について随時協議を行っているほか、必

　　要に応じて会計監査人と監査に関する協議等を行っている。

　　　なお、常勤監査役である釣出進一は、当社経理部長等を歴任しており、財務・会計に関する知見を有してい

　　る。また、社外監査役である定盛順一氏は、公認会計士の資格を有している。
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　　③会計監査の状況

　　　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、岩渕信夫、上田雅之および山村竜平の各氏であり、それぞれ新

　　日本有限責任監査法人に所属している。なお、当社の会計監査業務に関する補助者は、公認会計士９名、会計士

　　補等９名である。　

　

　　④社外取締役及び社外監査役

　　　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名である。　　　

　　　社外取締役と当社の関係等は、以下のとおりである。

　　　高橋和之氏：同氏は、住友商事株式会社の社員（理事）である。なお、住友商事株式会社は、当社の「その他

　　　　　　　　　の関係会社」であるほか、当社のコークス部門での主要な取引先である。　

　　　赤木　誠氏：同氏は、新日本製鐵株式会社の社員である。なお、新日本製鐵株式会社は、当社の「その他の関

　　　　　　　　　係会社」であるほか、当社のコークス部門での主要な取引先である。

　　　なお、いずれの社外取締役も当社取締役等との人的な関係はない。 

　　　また、当社は、いずれの社外取締役とも、当社定款に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任について、法

　　令に規定する金額を限度額とする責任限定契約を締結している。

　　　社外監査役と当社の関係等は、以下のとおりである。

　　　齋藤純夫氏：同氏は、株式会社三井住友銀行（旧株式会社さくら銀行）の元執行役員であり、会社マネジメン

　　　　　　　　　トに関する豊富な知見を当社の経営に反映させることが期待されるため選任したものである。

　　　　　　　　　なお、株式会社三井住友銀行は当社のメインバンクであるが、当社の連結総資産に対する株式会

　　　　　　　　　社三井住友銀行からの借入金の比率は約6.5％、株式会社三井住友銀行の当社に対する議決権比

　　　　　　　　　率は1.25％であり、いずれも僅少である。

　　　　　　　　　また、同氏は、平成13年４月に株式会社三井住友銀行を退任し、既に相当の期間が経過している

　　　　　　　　　ことから、同氏の判断に株式会社三井住友銀行の意向が影響することはなく、一般株主と利益相

　　　　　　　　　反が生じるおそれはないと判断したため、独立役員に指定している。　　

　　　定盛順一氏：同氏は、住友商事株式会社の社員である。なお、住友商事株式会社は、当社の「その他の関係会

　　　　　　　　　社」であるほか、当社のコークス部門での主要な取引先である。

　　　城戸　修氏：同氏は、新日本製鐵株式会社の社員である。なお、新日本製鐵株式会社は、当社の「その他の関

　　　　　　　　　係会社」であるほか、当社のコークス部門での主要な取引先である。

　　　なお、いずれの社外監査役も当社取締役等との人的な関係はない。

　　　また、当社は、いずれの社外監査役とも、当社定款に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任について、法

　　令に規定する金額を限度額とする責任限定契約を締結している。

　　　当社は、当社の「その他の関係会社」であり、かつ、主要な取引先である新日本製鐵株式会社、住友商事株式

　　会社との間で業務提携協定書を締結し、相互にシナジー効果を最大限に発揮すべく緊密な協力関係を構築してい

　　る。当社の社外取締役２名と社外監査役３名のうち２名は、両社の業務執行者であり、当社の事業にも知見があ

　　ることから、当社のガバナンスの効率性と実効性が期待され、企業価値の向上に資するものと考えている。な

　　お、社外監査役１名は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であることから、一般株主の利益保

　　護の視点が期待され、これらの相乗効果で一層企業価値の向上に資するものと考えている。

　　　また、社外取締役及び社外監査役を継続して選任することにより、取締役及び監査役の職務執行の監督機能の

　　維持・向上が図られると考えている。　

　　　なお、社外取締役及び社外監査役は、取締役および監査役会等において、それぞれの専門分野に関する知見か

　　ら意見を述べるなど、適宜必要な発言を行っている。

　　　当社は社外取締役または社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準または方針は定めて

　　いない。　
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　　⑤株主総会の内容

　　　イ．株主総会の決議要件

　　　　　　当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第１項に定める決議は、法令又は定款に

　　　　　別段の定めのある場合を除き、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって行

　　　　　う旨、また、同条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

　　　　　有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めている。

　　　ロ．取締役および監査役の選任の決議要件

　　　　　　当社の取締役および監査役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決

　　　　　権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議

　　　　　は、累積投票によることができない旨を定款で定めている。

　　　ハ．株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項

　　　　　・自己の株式の取得

　　　　　　　当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を目的として、会社法第165条第２項

　　　　　　の規定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨を定款で定めている。

　　　　　・中間配当

　　　　　　　当社は、株主への機動的な利益還元を目的として、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日と

　　　　　　して、中間配当を行うことができる旨を定款で定めている。

　　　　　・取締役および監査役の責任免除

　　　　　　　当社は、取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会社法第426

　　　　　　条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、会社法第423条第１項の取締役（取締役であった者

　　　　　　を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することがで

　　　　　　きる旨を定款で定めている。

　

　　⑥株主総会以外の会社の機関の内容

　　　イ．取締役および監査役制度

　　　　　　当社は、監査役設置会社である。定款に定める取締役の員数は25名以内、監査役の員数は４名以内であ

　　　　　り、提出日現在取締役７名および監査役４名を選任している。なお、当社は、監査役の職務を補助するた

　　　　　め、平成19年４月１日付で監査役会事務局を設置し、兼任者２名を配置している。

　　　ロ．執行役員制度

　　　　　　当社は、経営の意思決定および業務執行の監督と業務執行機関を明確に分離し、会社の意思決定のスピ

　　　　　ードアップと監督機能の実効化を図るため、執行役員制度を導入し、業務執行の権限を執行役員に委譲し

　　　　　ている。

　　　　　　なお、提出日現在における執行役員は２名である。
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（会社の機関の内容および内部統制関係図）
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⑦役員報酬等 　　

　　イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数　

役員区分
報酬等の総額
（百万円）　

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）

役員報酬額
（百万円）

退職慰労金引当額
（百万円）

取締役

（社外取締役を除く）　
91 62 29 6

監査役

（社外監査役を除く）
14 11 2 1

社外役員 4 4 0 1

計 110 78 31 8

　　　（注）１．取締役の役員報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていない。

　　　２．株主総会決議による取締役の報酬限度額は、月額30百万円（使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は

　　　　　含まない。）、監査役の報酬限度額は、月額５百万円である。

　　　３．当連結会計年度末現在の取締役は７名（うち社外取締役は２名）、監査役は４名（うち社外監査役は３

　　　　　名）である。表中の支給人員との差は、期末在任者のうち社外取締役２名および社外監査役２名が無報

　　　　　酬のためならびに退任取締役の報酬等を含めているためである。

　

　　ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　　　　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めていない。

　

⑧株式の保有状況

　　イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　　　　２銘柄　　130百万円　

　

　　ロ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

　　　に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式　 52 138 198 10 （注）

上記以外の株式 143 143 2 － 39

　　　（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価

　　　　　　損益の合計額」は記載していない。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 69 － 69 －

連結子会社 － － － －

計 69 － 69 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　（前連結会計年度）　

  　該当事項はない。 

　（当連結会計年度）

　　該当事項はない。　

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　（前連結会計年度）　

　該当事項はない。　

　（当連結会計年度）　

　該当事項はない。

　

      ④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、都度協議の上、決定している。　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成している。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31

日）の連結財務諸表および事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）の財務諸表について、新日本有限

責任監査法人により監査を受けている。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構に加入し、研修等に参加している。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,583 3,880

受取手形 691 ※5
 431

売掛金 11,073 8,797

商品及び製品 9,000 9,850

仕掛品 916 549

原材料及び貯蔵品 13,123 10,577

繰延税金資産 2,588 1,582

預け金 ※2
 1,538

※2
 1,643

その他 2,434 1,098

貸倒引当金 △20 △17

流動資産合計 45,930 38,393

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 20,010 19,986

減価償却累計額 △13,128 △12,770

建物及び構築物（純額） ※2
 6,881

※2
 7,216

機械装置及び運搬具 54,927 63,459

減価償却累計額 △31,870 △33,754

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 23,057

※2
 29,704

土地 ※2
 41,818

※2
 41,264

建設仮勘定 7,922 1,857

その他 1,366 1,077

減価償却累計額 △1,020 △770

その他（純額） ※2
 346 306

有形固定資産合計 80,026 80,349

無形固定資産

その他 542 488

無形固定資産合計 542 488

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 972

※1
 956

長期貸付金 351 278

繰延税金資産 5,004 4,107

その他 4,192 2,119

貸倒引当金 △19 △11

投資その他の資産合計 10,501 7,450

固定資産合計 91,070 88,288

資産合計 137,000 126,681
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 4,687 ※5
 4,619

買掛金 16,036 14,200

短期借入金 ※2
 12,939

※2
 17,732

未払法人税等 1,503 241

賞与引当金 863 854

関係会社整理損失引当金 695 707

不適切取引損失引当金 705 －

その他 6,836 4,932

流動負債合計 44,268 43,288

固定負債

長期借入金 ※2
 44,956

※2
 36,901

退職給付引当金 4,724 4,687

役員退職慰労引当金 181 162

環境対策引当金 3,526 3,037

その他 510 376

固定負債合計 53,899 45,165

負債合計 98,167 88,454

純資産の部

株主資本

資本金 7,000 7,000

資本剰余金 1,750 1,750

利益剰余金 30,067 29,616

自己株式 △94 △94

株主資本合計 38,723 38,272

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 25 25

繰延ヘッジ損益 △56 △139

為替換算調整勘定 20 △35

その他の包括利益累計額合計 △10 △149

少数株主持分 119 104

純資産合計 38,832 38,227

負債純資産合計 137,000 126,681
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 125,322 125,971

売上原価 106,106 ※5
 110,966

売上総利益 19,215 15,004

販売費及び一般管理費

海上運賃 734 693

積揚地諸掛 1,052 998

給料及び賃金 1,106 1,115

賞与引当金繰入額 222 208

退職給付費用 306 294

役員退職慰労引当金繰入額 49 56

減価償却費 165 168

その他 ※4
 2,945

※4
 2,953

販売費及び一般管理費合計 6,584 6,487

営業利益 12,630 8,517

営業外収益

受取利息 152 191

受取配当金 79 245

為替差益 219 －

デリバティブ評価益 11 84

その他 149 137

営業外収益合計 611 659

営業外費用

支払利息 1,338 1,098

租税公課 ※6
 252

※6
 235

その他 943 662

営業外費用合計 2,533 1,996

経常利益 10,708 7,180

特別利益

補助金収入 1,496 597

固定資産売却益 ※1
 3,497

※1
 272

不適切取引損失引当金戻入額 － 135

その他 305 143

特別利益合計 5,299 1,149

特別損失

固定資産除却損 ※2
 281

※2
 589

減損損失 ※3
 222

※3
 170

訴訟関連損失 45 208

環境対策引当金繰入額 823 －

その他 602 276

特別損失合計 1,976 1,244

税金等調整前当期純利益 14,031 7,085

法人税、住民税及び事業税 1,391 480

法人税等調整額 557 1,916

法人税等合計 1,949 2,397

少数株主損益調整前当期純利益 12,082 4,688

少数株主損失（△） △0 △15

当期純利益 12,082 4,703
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 12,082 4,688

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2 0

繰延ヘッジ損益 △20 △83

為替換算調整勘定 70 △56

その他の包括利益合計 53 ※1, ※2
 △139

包括利益 12,135 4,548

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 12,135 4,564

少数株主に係る包括利益 △0 △15
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 7,000 7,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,000 7,000

資本剰余金

当期首残高 1,750 1,750

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,750 1,750

利益剰余金

当期首残高 23,290 30,067

当期変動額

剰余金の配当 △756 △673

当期純利益 12,082 4,703

自己株式の処分 － △0

自己株式の消却 △4,480 △4,480

連結範囲の変動に伴う減少高 △68 －

当期変動額合計 6,776 △450

当期末残高 30,067 29,616

自己株式

当期首残高 △93 △94

当期変動額

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △4,480 △4,480

自己株式の消却 4,480 4,480

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △94 △94

株主資本合計

当期首残高 31,947 38,723

当期変動額

剰余金の配当 △756 △673

当期純利益 12,082 4,703

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △4,480 △4,480

自己株式の消却 － －

連結範囲の変動に伴う減少高 △68 －

当期変動額合計 6,775 △450

当期末残高 38,723 38,272
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 22 25

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 0

当期変動額合計 2 0

当期末残高 25 25

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △35 △56

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△20 △83

当期変動額合計 △20 △83

当期末残高 △56 △139

為替換算調整勘定

当期首残高 △49 20

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

70 △56

当期変動額合計 70 △56

当期末残高 20 △35

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △63 △10

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

53 △139

当期変動額合計 53 △139

当期末残高 △10 △149

少数株主持分

当期首残高 － 119

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 119 △15

当期変動額合計 119 △15

当期末残高 119 104

純資産合計

当期首残高 31,884 38,832

当期変動額

剰余金の配当 △756 △673

当期純利益 12,082 4,703

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △4,480 △4,480

自己株式の消却 － －

連結範囲の変動に伴う減少高 △68 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 172 △154

当期変動額合計 6,948 △605

当期末残高 38,832 38,227
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 14,031 7,085

減価償却費 4,806 5,529

減損損失 222 170

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） 101 11

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △313 11

退職給付引当金の増減額（△は減少） △26 29

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △34 △11

環境対策引当金の増減額（△は減少） 823 △488

不適切取引損失引当金の増減額（△は減少） － △705

受取利息及び受取配当金 △231 △436

支払利息 1,338 1,098

固定資産除却損 281 589

固定資産売却損益（△は益） △3,392 △208

投資有価証券売却損益（△は益） △4 △98

為替差損益（△は益） 13 59

売上債権の増減額（△は増加） △4,304 2,190

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,412 1,871

その他営業資産の増減額（△は増加） △208 △161

仕入債務の増減額（△は減少） 8,836 △1,742

未払消費税等の増減額（△は減少） △934 372

その他営業負債の増減額（△は減少） 560 375

その他 △12 109

小計 14,140 15,648

利息及び配当金の受取額 198 471

利息の支払額 △1,345 △1,094

法人税等の支払額 △165 △1,673

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,828 13,350

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △170 △18

定期預金の払戻による収入 120 21

固定資産の取得による支出 △7,380 △10,076

固定資産の売却による収入 865 3,730

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出 ※2

 △40 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※2
 149

貸付けによる支出 △4 △0

貸付金の回収による収入 77 73

その他の投資の回収による収入 238 321

その他 △235 △268

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,530 △6,066
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 229,906 232,887

短期借入金の返済による支出 △228,680 △227,786

長期借入れによる収入 44,210 1,158

長期借入金の返済による支出 △46,246 △9,012

社債の償還による支出 △208 －

自己株式の取得による支出 △4,480 △4,480

配当金の支払額 △756 △673

その他 － △57

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,255 △7,965

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 23 △699

現金及び現金同等物の期首残高 4,384 4,417

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

9 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 4,417

※1
 3,718
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社

　連結子会社の数　12社

主要な連結子会社の名称

　主要な連結子会社は、「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載しているため、省略している。

　連結子会社であった有明マテリアル㈱は保有株式の全部を売却したため、当連結会計年度より連結の範囲から除

外している。

(2）主要な非連結子会社の名称

　NCE USA INC.、新田川不動産㈱

　（連結の範囲から除いた理由）

　NCE USA INC.ほか非連結子会社は、個々の会社別に見ても又合算額から見てもその総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも僅少であり、いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしておらず、将来においても連結企業集団に与える影響が増すとも考えられないため、連結の範囲に含めな

いこととしている。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の会社

　持分法適用の関連会社数　－社

(2）持分法を適用しない非連結子会社および関連会社

　非連結子会社および関連会社については、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外している。

　これらの会社に対する投資については、持分法を適用せず、原価法により評価している。　　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちNCE AUSTRALIA PTY. LTD.およびMM RESOURCES PTY. LTD.の決算日は12月31日であり、連結財務諸

表の作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用している。

　ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結決算上必要な調整を行っている。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ)有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

(ロ)デリバティブ

時価法

(ハ)たな卸資産

　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

している。
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当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産（リース資産を除く）

　当社および国内連結子会社は主として定額法を、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採

用している。

　また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年均等償却としている。

　なお主な耐用年数は次のとおり。

建物及び構築物　　　47～50年

機械装置及び運搬具　７～13年

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く）

　　　鉱業権は生産高比例法、それ以外の無形固定資産については定額法によっている。

　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。

(ハ)リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

 　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

および個々のリース資産に重要性が乏しいと認められるリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。

(3）重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

　当社および国内連結子会社は、売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上し、在外連結子会社は、主と

して特定の債権について回収不能見込額を計上している。

(ロ)賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額を計上している。

(ハ)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上している。なお、

会計基準変更時差異（7,087百万円）については、15年による按分額を費用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間（13年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしている。

(ニ)役員退職慰労引当金

　当社および国内連結子会社は、役員等の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく連結会計

年度末要支給額を計上している。

(ホ)関係会社整理損失引当金

　関係会社の整理により将来負担することとなる損失に備えるため、当該損失見込額を計上している。

(ヘ)環境対策引当金

　当社が関係会社より承継した閉山坑の環境整備費用の支出に備えるため、当該費用の見込額を計上している。

(4）重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　(イ)当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　(ロ)その他の工事

　　　　工事完成基準　
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当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

　なお、在外連結子会社等の資産および負債は、当該連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益お

よび費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上して

いる。

(6）重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

　為替予約取引および金利スワップ取引については、繰延ヘッジ処理によっている。ただし、為替予約等が付されて

いる外貨建金銭債権債務等は振当処理を、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用

している。

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引、借入金の支払金利

(ハ)ヘッジ方針

　外貨建取引に係る将来の為替変動によるリスク回避および金利変動による金融負債の損失可能性を減殺する目

的で行っている。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の変動額の累計とヘッジ手段の変動額の累計を比較することにより有効性を判定している。

　ただし、為替予約取引等においては、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約等を振り当てており、その後の

為替変動による相関関係が確保されているため、その判定をもって有効性の判定としている。

　特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、その判定をもって有効性の判定としている。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却を行うこととしている。

　　ただし、金額が僅少な場合は発生連結会計年度に全額償却している。　

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等は税抜方式を採用している。

 

【未適用の会計基準等】

　重要性が乏しいため、記載を省略している。
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【表示方法の変更】

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

（連結貸借対照表）

１．前連結会計年度において、独立掲記していた「流動負債」の「資産除去債務」は金額的重要性が乏しくなったた

　め、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示している。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

　会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「資産除去債務」に表示していた103百

　万円は、「その他」として組み替えている。

２．前連結会計年度において、独立掲記していた「固定負債」の「資産除去債務」は金額的重要性が乏しくなったた

　め、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示している。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

　会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「固定負債」の「資産除去債務」に表示していた242百

　万円は、「その他」として組み替えている。

　

（連結損益計算書）

１．前連結会計年度において、独立掲記していた「販売費及び一般管理費」の「貸倒引当金繰入額」は金額的重要性

　が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示している。この表示方法の変更を反映さ

　せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「貸倒引当金繰入額」に表

　示していた２百万円は、「その他」として組み替えている。

２．前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「デリバティブ評価益」は、営業外収益の

　総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させる

　ため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた160百万円

　は、「デリバティブ評価益」11百万円、「その他」149百万円として組み替えている。

３．前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「借入関係費用」は金額的重要性が乏しくなった

　ため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示している。この表示方法の変更を反映させるため、前連

　結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「借入関係費用」に表示していた537

　百万円は、「その他」として組み替えている。

４．前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「訴訟関連損失」は、特別損失の総額の100

　分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前連

　結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」の「その他」に表示していた648百万円

　は、「訴訟関連損失」45百万円、「その他」602百万円として組み替えている。

 

【追加情報】

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

　※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりである。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

投資有価証券（株式） 598百万円 500百万円

　

　　※２．担保資産および担保付債務

　　　担保に供している資産は、次のとおりである。 

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

預け金 1,538百万円 (　 －百万円) 1,643百万円 (　 －百万円)

建物及び構築物 2,008 (1,055　　　)　 428　　　　 (　 －　　　)

機械装置及び運搬具 8,199 (1,508　　　)　 5,581　 (　 －　　　)

土地 4,700 (　497　　　) 1,856　 (　 －　　　)

有形固定資産「その他」 50 (　　0　　　) － (　 －　　　)

計 16,497 (3,061　　　) 9,509　 (　 －　　　)

（　）内は、財団を組成しているものの金額であり、内数で表示している。

　

　　　担保付債務は、次のとおりである。 

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

短期借入金 140百万円 　 －百万円 　

長期借入金

（１年内返済分を含む。）　
10,350  7,911　　　　 　

計 10,490 　 7,911　 　

　

　　　３．保証債務

　　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っている。　

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

　㈱三井三池製作所 　　　　　1,499百万円 　㈱三井三池製作所 　　　　　　375百万円

　ひびき灘開発㈱ 　          312　ひびき灘開発㈱ 　          191

　その他 　           36　その他 　          　0

計 　　　　　1,847 計 　　　　　  566

　

　４．受取手形割引高

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

受取手形割引高 404百万円 527百万円
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※５．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当連結会計年

度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれている。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

受取手形 －百万円 80百万円

支払手形 － 222

　

　６．当座貸越契約及び貸出コミットメント

　　当社および連結子会社２社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行22行と当座貸越契約および貸出コミッ

　トメント契約を締結している。

　　上記契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおりである。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額
43,000百万円 46,000百万円

借入実行残高 3,960 9,001

差引額 39,039 36,998

　

　７．財務制限条項

　　　前連結会計年度（平成23年３月31日）

　　　短期借入金のうち3,920百万円（貸出コミットメント契約に基づく借入実行残高）および長期借入金のうち

　　49,845百万円（一年内返済の長期借入金を含む）には、以下の財務制限条項が付されている。

　　　(1)純資産維持

　　　　①長期借入金（平成18年３月契約分6,845百万円）

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の資本の部（純資産の部合計－繰延ヘッジ損益－［連結］少

　　　　数株主持分）の金額を平成17年３月期または直前期のいずれか高い方の70％以上とすること。

　　　　②長期借入金（平成23年３月契約分43,000百万円）

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の純資産の金額を平成22年３月期または直前期のいずれか高

　　　　い方の70％以上とすること。

　　　　③短期借入金

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の純資産の部（資本の部合計＋繰延ヘッジ損益＋［連結］少

　　　　数株主持分＋新株予約権）の金額を平成18年３月期または直前期のいずれか高い方の70％以上とすること。

　　　(2)利益維持

　　　　連結決算および個別決算において、本決算の営業損益を二期連続マイナスとしないこと。

　　　(3)キャッシュ・フロー制限

　　　　①連結決算において、本決算でのＤＳＣＲを1.1未満としないこと。（ただし、当該年度の経常損益がマイ

　　　　　ナスでない場合は除く）

　　　　②連結決算において、本決算でのＤＳＣＲを二期連続1.1未満としないこと。

　　　　※ＤＳＣＲ（デット・サービス・カバレッジ・レシオ）＝（営業活動によるキャッシュ・フロー－利息の支　

　　　　　払額）÷（長期借入の返済額＋支払利息）

　　　　　なお、長期借入金（平成23年３月契約分）に上記キャッシュ・フロー制限は適用されていない。
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　　　当連結会計年度（平成24年３月31日）

　　　短期借入金のうち9,001百万円（貸出コミットメント契約に基づく借入実行残高）および長期借入金のうち

　　42,334百万円（一年内返済の長期借入金を含む）には、以下の財務制限条項が付されている。

　　　(1)純資産維持

　　　　①長期借入金（平成18年３月契約分5,478百万円）

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の資本の部（純資産の部合計－繰延ヘッジ損益－［連結］少

　　　　数株主持分）の金額を平成17年３月期または直前期のいずれか高い方の70％以上とすること。

　　　　②長期借入金（平成23年３月契約分36,856百万円）

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の純資産の金額を平成22年３月期または直前期のいずれか高

　　　　い方の70％以上とすること。

　　　　③短期借入金

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の純資産の金額を平成23年３月期または直前期のいずれか高

　　　　い方の70％以上とすること。

　　　(2)利益維持

　　　　連結決算および個別決算において、本決算の営業損益を二期連続マイナスとしないこと。

　　　(3)キャッシュ・フロー制限

　　　　①連結決算において、本決算でのＤＳＣＲを1.1未満としないこと。（ただし、当該年度の経常損益がマイ

　　　　　ナスでない場合は除く）

　　　　②連結決算において、本決算でのＤＳＣＲを二期連続1.1未満としないこと。

　　　　※ＤＳＣＲ（デット・サービス・カバレッジ・レシオ）＝（営業活動によるキャッシュ・フロー－利息の支

　　　　　払額）÷（長期借入の返済額＋支払利息）

　　　　　なお、長期借入金（平成23年３月契約分）および短期借入金に上記キャッシュ・フロー制限は適用されて

　　　　いない。
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（連結損益計算書関係）

※１．固定資産売却益の主な内訳は、次のとおりである。

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

鉱業権売却益　 3,153百万円 　 －百万円

土地売却益　 333 　 256

　

※２．固定資産除却損の主な内訳は、次のとおりである。

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

機械装置及び運搬具除却損　 242百万円 　 531百万円

建物及び構築物除却損　 28 　 30

　

※３．減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上した。

　

　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

用途 場所 種類 減損損失の金額
非事業用資産 　　福岡県大牟田市 土地 　　　   126百万円
非事業用資産 　　福岡県田川市他 土地等 　　　　  96百万円

合計          222百万円

　　※固定資産の種類ごとの減損損失の内訳

　　　　土地　　　　　　　　　　 170百万円

　　　　建物及び構築物　　　　　　52

　　　　有形固定資産「その他」　 　0

　

　当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日） 

用途 場所 種類 減損損失の金額
非事業用資産 福岡県大牟田市他 土地 　　　   170百万円

　なお、当社グループは、セグメントを基礎に、主として継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を単位とし

て資産をグルーピングしている。また、非事業用資産については、個々の資産単位で区分している。

　譲渡予定の資産については、帳簿価額を回収可能価額まで減額している。なお、回収可能価額は、譲渡先との交渉等を勘

案した譲渡見込価額に基づく正味売却価額により測定している。

　また、時価が著しく下落した資産については、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上している。回収可能価額については、不動産鑑定評価額に基づき測定している。
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※４．一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

150百万円 105百万円

　

※５．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてい

る。

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

－百万円 191百万円

　

※６．処分予定資産等に係る固定資産税である。

　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

※１．その他の包括利益に係る組替調整額

その他有価証券評価差額金： 　 　

　当期発生額 　 △2百万円 　

　組替調整額 　  － 　 △2百万円

繰延ヘッジ損益： 　 　

　当期発生額  △129 　

　組替調整額      6  △122

為替換算調整勘定： 　 　

　当期発生額 　△56 　△56

　　税効果調整前合計 　 △181

　　　　　　税効果額 　     41　

その他の包括利益合計 　  △139

　

※２．その他の包括利益に係る税効果額

　 　税効果調整前 　　税効果額 税効果調整後

その他有価証券評価差額金 　　 △2百万円 　　   2百万円 　　　 0百万円

繰延ヘッジ損益    △122　 　　  38 　  △83

為替換算調整勘定     △56　 　　　－     △56　

　その他の包括利益合計    △181　 　　　41    △139
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 302,349 － － 302,349

Ｃ種優先株式（注１） 28,000 － 14,000 14,000

合計 330,349 － 14,000 316,349

自己株式     

普通株式（注２） 521 5 － 527

Ｃ種優先株式（注３） － 14,000 14,000 －

合計 521 14,005 14,000 527

（注１）Ｃ種優先株式の減少14,000千株は、会社法第178条に基づく自己株式の消却によるものである。

（注２）普通株式の増加５千株は、単元未満株式の買取りによるものである。

（注３）Ｃ種優先株式の増加14,000千株は、会社法第156条乃至第160条に基づく自己株式の取得によるものであり、減少

14,000千株は、会社法第178条に基づく自己株式の消却によるものである。

 

２．配当に関する事項

　（１）配当金支払額 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月25日

定時株主総会

普通株式

Ｃ種優先株式

 603

 153

2.00

5.47

平成22年３月31日

平成22年３月31日

平成22年６月28日

平成22年６月28日

 

　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会

普通株式

Ｃ種優先株式

603

70

利益剰余金

利益剰余金

2.00

5.02

平成23年３月31日

平成23年３月31日

平成23年６月30日

平成23年６月30日

 

EDINET提出書類

日本コークス工業株式会社(E00030)

有価証券報告書

 53/107



当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 302,349 － － 302,349

Ｃ種優先株式（注１） 14,000 － 14,000 －

合計 316,349 － 14,000 302,349

自己株式     

普通株式（注２） 527 3 0 530

Ｃ種優先株式（注３） － 14,000 14,000 －

合計 527 14,003 14,000 530

（注１）Ｃ種優先株式の減少14,000千株は、会社法第178条に基づく自己株式の消却によるものである。

（注２）普通株式の増加３千株は単元未満株式の買取りによるものであり、減少０千株は単元未満株式の買増請求に応

じたことによるものである。

（注３）Ｃ種優先株式の増加14,000千株は、会社法第156条乃至第160条に基づく自己株式の取得によるものであり、減少

14,000千株は、会社法第178条に基づく自己株式の消却によるものである。

 

２．配当に関する事項

　（１）配当金支払額 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会

普通株式

Ｃ種優先株式

 603

 70

2.00

5.02

平成23年３月31日

平成23年３月31日

平成23年６月30日

平成23年６月30日

 

　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 905利益剰余金 3.00　 平成24年３月31日平成24年６月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
　
　

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

現金及び預金勘定 4,583百万円 3,880百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △165　 △161　

現金及び現金同等物 4,417　 3,718　

　

※２．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

　　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　　株式の売却により㈱九州ビルシステムが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産および負債の内訳ならび

に同社株式の売却価額と売却による支出は次のとおりである。

流動資産 68百万円

固定資産 20　　 　　

流動負債 △72 　

固定負債 － 　

株式売却益 4 　

株式の売却価額 20 　

現金及び現金同等物 △60 　

差引：売却による支出 △40 　

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

  株式の売却により有明マテリアル㈱が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産および負債の内訳なら

びに同社株式の売却価額と売却による収入は次のとおりである。

流動資産 776百万円

固定資産 458　

流動負債 △531　

固定負債 △448　

株式売却益 87　

株式の売却価額 342　

現金及び現金同等物 △192　

差引：売却による収入 149　
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　（ア）有形固定資産　　主として総合エンジニアリング事業における工場設備である。

　（イ）無形固定資産　　ソフトウエアである。

　②　リース資産の減価償却の方法

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりである。

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりである。

　　

　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）　

　 前連結会計年度（平成23年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 580 500 79
その他 169 134 34
合計 749 635 114

　

（単位：百万円）

　 当連結会計年度（平成24年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 93 89 4
その他 32 27 5
合計 126 116 9

  （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。

　

　(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）
未経過リース料期末残高相当額 　 　
１年内 104 7
１年超 9 2
合計 114 9

  （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

支払リース料 361 63
減価償却費相当額 361 63

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はない。　
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達している。一時的な

余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達している。デ

リバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針である。　　

　

（２）金融商品の内容及びリスク　

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクおよび為替リスクに晒されている。

　投資有価証券は、純投資目的で保有する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されている。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日である。一部外貨建ての

ものについては、為替の変動リスクに晒されているが、為替予約を利用してヘッジしている。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後５年であ

る。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されているが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利

用してヘッジしている。　

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした

為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であ

る。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につ

いては、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項(6)

重要なヘッジ会計の方法」に記載している。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権および長期貸付金について、各事業部門が主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っている。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同

様の管理を行っている。　

　デリバティブ取引については、取引先を信用度の高い金融機関に限定しているため、信用リスクはほと

んどないと認識している。

②市場リスク（為替や金利変動等の変動リスク）の管理

　当社の外貨建ての営業債権債務の大部分は、資金決済期間が１ヶ月以内の外貨建てのコークスの販売

とコークス原料用石炭の輸入取引によるものであり、ほぼバランスしているが、一部に資金決済までに

数ヶ月を要する外貨建て営業債権債務があり、その為替変動リスクに対しては、原則として為替予約を

利用してヘッジしている。また、当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利ス

ワップ取引を利用している。　

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、市況や

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直している。

　デリバティブ取引の執行・管理については、担当部所が決裁担当者の承認を得て行っている。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社および連結子会社は、各部所からの報告に基づき担当部所が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理している。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがある。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデ

リバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではない。

　

EDINET提出書類

日本コークス工業株式会社(E00030)

有価証券報告書

 57/107



２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、含まれていない（（注）２．参照）。

　

　前連結会計年度（平成23年３月31日）　

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価（百万円）　 差額（百万円）　

（１）現金及び預金 4,583  4,583 －

（２）受取手形  691 691 －

（３）売掛金 11,073 11,073 －

（４）投資有価証券 160 160 －

　　資産計 16,509 16,509 －

（１）支払手形 4,687 4,687 －

（２）買掛金 16,036 16,036 －

（３）短期借入金 4,080 4,080 －

（４）長期借入金 53,815 53,991 176

　負債計 78,619 78,795 176

デリバティブ取引(＊） (179) (179) －

　（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に　

　　　　ついては（ ）で示している。

　

　当連結会計年度（平成24年３月31日）　

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価（百万円）　 差額（百万円）　

（１）現金及び預金 3,880  3,880 －

（２）受取手形  431 431 －

（３）売掛金 8,797 8,797 －

（４）投資有価証券 159 159 －

　　資産計 13,268 13,268 －

（１）支払手形 4,619 4,619 －

（２）買掛金 14,200 14,200 －

（３）短期借入金 9,031 9,031 －

（４）長期借入金 45,601 45,964 362

　負債計 73,453 73,815 362

デリバティブ取引(＊） (216) (216) －

　（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に　

　　　　ついては（ ）で示している。
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　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　　　資　産
　（１）現金及び預金、（２）受取手形および（３）売掛金　

　　　　　　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　　　　（４）投資有価証券

　　　　この時価について、株式は取引所の価格によっている。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、

注記事項「有価証券関係」に記載している。

　　負　債　

　　（１）支払手形、（２）買掛金および（３）短期借入金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　　（４）長期借入金

　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い　て

計算する方法によっている。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該

金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積

もられる利率で割り引いて算定する方法によっている。なお、１年以内に返済予定の長期借入金は、長期借入金

に含めて記載している。

　　デリバティブ取引

　　　注記事項「デリバティブ取引関係」に記載している。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

非上場株式 811 797

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資有価

証券」には含めていない。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　　前連結会計年度（平成23年３月31日）　

 
１年以内
（百万円）　

１年超
５年以内　
(百万円)

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

　現金及び預金 4,580 －  － －

　受取手形 691  － － －

　売掛金 11,073 － － －

　　

　　当連結会計年度（平成24年３月31日）　

 
１年以内
（百万円）　

１年超
５年以内　
(百万円)

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

　現金及び預金 3,877 －  － －

　受取手形 431  － － －

　売掛金 8,797 － － －

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　　　　連結附属明細表「借入金等明細表」に記載している。　　
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

　　前連結会計年度（平成23年３月31日）

 種類
　連結貸借対照表
　計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 159 117 42
債券 － － －
その他 － － －

小計 159 117 42

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 0 1 △0
債券 － － －
その他 － － －

小計 0 1 △0

合計 160 118 41

　　（注）１．非上場株式（連結貸借対照表計上額　213百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

　　　　　　　極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。

　　　　　２．減損処理の基準………連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落している株式について　 

　　　　　　　　　　　　　　はすべて、また、連結会計年度末における時価が30％～50％下落している株式につ

　　　　　　　　　　　　　　いては、個々の銘柄の回復可能性を判定して減損処理を行っている。

　

　　当連結会計年度（平成24年３月31日）

 種類
　連結貸借対照表
　計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 148 107 41
債券 － － －
その他 － － －

小計 148 107 41

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 10 12 △1
債券 － － －
その他 － － －

小計 10 12 △1

合計 159 119 39

　　（注）１．非上場株式（連結貸借対照表計上額　297百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

　　　　　　　極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。

　　　　　２．減損処理の基準………連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落している株式について　 

　　　　　　　　　　　　　　はすべて、また、連結会計年度末における時価が30％～50％下落している株式につ

　　　　　　　　　　　　　　いては、個々の銘柄の回復可能性を判定して減損処理を行っている。
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２．売却したその他有価証券

　　前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

(1) 株式 － － －
(2) 債券 － － －
(3) その他 － － －

合計 － － －

　

　　当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日） 

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

(1) 株式 23 10 －
(2) 債券 － － －
(3) その他 － － －

合計 23 10 －
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　金利関連

　　　前連結会計年度（平成23年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等

（百万円）　

　契約額等のうち

　１年超（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）　

　

　

市場取引以外

の取引

金利スワップ取引

　変動受取・固定

　支払　

　

10,000　

　

－　

　

△84　

　

△84　

　

　

　　　（注）時価の算定方法

　　　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。

　

　　　当連結会計年度（平成24年３月31日） 

　　　該当事項はない。　

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　(1)通貨関連

　　 前連結会計年度（平成23年３月31日）　 

　ヘッジ会計

　の方法
取引の種類 主なヘッジ対象

契約額等

（百万円）　

　契約額等のうち

　１年超（百万円）

時価

（百万円）

　

　

為替予約等の

振当処理

為替予約取引

　買建

　　米ドル　

　

　

支払手形　

　

1,461　

　

－　

　

1,469

　

　

　　　（注）時価の算定方法

　　　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。

　

　　 当連結会計年度（平成24年３月31日）　 

　ヘッジ会計

　の方法
取引の種類 主なヘッジ対象

契約額等

（百万円）　

　契約額等のうち

　１年超（百万円）

時価

（百万円）

　

　

為替予約等の

振当処理

為替予約取引

　買建

　　米ドル　

　

　

支払手形　

　

3,223　

　

－　

　

3,378

　

　

　　　（注）時価の算定方法

　　　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。
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　(2)金利関連

　　 前連結会計年度（平成23年３月31日）

　ヘッジ会計

　の方法
取引の種類 主なヘッジ対象

契約額等

（百万円）　

　契約額等のうち

　１年超（百万円）

時価

（百万円）

　

　

原則的処理

方法

金利スワップ取引

　変動受取・固定

　支払　

　

　長期借入金の

  支払金利　

　

10,542　

　

10,542　

　

△94

　

　

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

　変動受取・固定

　支払　

　

　長期借入金の

　支払金利　

　

39,845　

　

39,845　

　

（注）

　

　

合計　 50,388　 50,388 △94　 　

　　　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象に対応した長期借入金と一体として処理されているた

　　　　　　め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。

　

　　 当連結会計年度（平成24年３月31日）

　ヘッジ会計

　の方法
取引の種類 主なヘッジ対象

契約額等

（百万円）　

　契約額等のうち

　１年超（百万円）

時価

（百万円）

　

　

原則的処理

方法

金利スワップ取引

　変動受取・固定

　支払　

　

　長期借入金の

  支払金利　

　

10,360　

　

10,360　

　

△216

　

　

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

　変動受取・固定

　支払　

　

　長期借入金の

　支払金利　

　

32,334　

　

32,334　

　

（注）

　

　

合計　 42,694　 42,694 △216　 　

　　　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象に対応した長期借入金と一体として処理されているた

　　　　　　め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社および連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を有している。一部の連結子会社は中小企業

退職金共済制度に加入している。

　なお、従業員の退職等に際しては、退職給付会計に準拠した数理計算により退職給付債務の対象とされない割増退

職金を支払うことがある。

　当連結会計年度末現在、当社および連結子会社全体で退職一時金については、11社が有しており、また、中小企業退

職金共済制度に３社加入している。

　なお、連結子会社３社は退職一時金制度と中小企業退職金共済制度を併用している。　

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

 (1) 退職給付債務（百万円） △5,679 △5,231 

 (2) 年金資産（百万円） 197 －  

 
(3) 未積立退職給付債務

　　 (1)＋(2) （百万円）
△5,482 △5,231 

 (4) 会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 653 474 

 (5) 未認識数理計算上の差異（百万円） 104 68 

 
(6) 連結貸借対照表計上額純額

 (3)＋(4)＋(5) （百万円）
△4,724 △4,687 

 (7) 退職給付引当金（百万円） △4,724 △4,687 

（注）当社の一部の退職金制度および連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

　

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

 (1) 勤務費用（百万円） 369 282 

 (2) 利息費用（百万円） 101 95 

 (3) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 21 22 

 (4) 会計基準変更時差異の費用処理額（百万円） 175 178 

 
(5) 退職給付費用

     (1)＋(2)＋(3)＋(4) （百万円）
667 578 

 (6) その他（百万円） 4 22 

 　　計 672 601 

（注）前連結会計年度および当連結会計年度の「(6) その他」は、中小企業退職金共済制度に対する掛金の支払額であ

る。
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(1) 退職給付見込額の期間配分方法

　　　期間定額基準

　

　(2) 割引率

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
　　至　平成24年３月31日）

2.4％ 2.4％

 

　(3) 数理計算上の差異の処理年数

　　　13年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分した額をそれぞれ

　　　発生の翌連結会計年度から費用処理することとしている。）

　

　(4) 会計基準変更時差異の処理年数

　　　15年　

　

（ストック・オプション等関係）

当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　該当事項はない。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

繰延税金資産  　  

退職給付引当金 1,913百万円　 1,695百万円

貸倒引当金 10 　 6

固定資産評価損　 1,467 　 1,265

減損損失 1,180 　 819

連結会社間内部利益消去 1,630 　 1,623

繰越欠損金　 3,381 　 1,194

その他 4,236 　 3,706

繰延税金資産小計 13,820　 10,310

評価性引当額 △6,103 　 △4,620　

繰延税金資産合計 　7,717 　 5,690　

繰延税金負債 　 　 　

固定資産圧縮積立金 △30 　 －

その他 △94 　 △44

繰延税金負債合計 △125 　 △44

繰延税金資産の純額 7,592 　 5,645

 （注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

いる。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 2,588百万円　 1,582百万円

固定資産－繰延税金資産 5,004 　 4,107

固定負債－その他 － 　 44

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

法定実効税率 40.4％ 　 40.4％

（調整） 　 　 　

評価性引当額 △27.2 　 △11.7

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1 　 0.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3 　 △0.9

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 　 5.3

その他 0.9 　 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.9 　 33.8

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度か

ら法人税率の引下げおよび復興特別法人税の課税が行われることとなった。　

　これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.4％から平成24年４月

１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度までの期間に解消が見込まれる一時

差異等については37.8％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等につい

ては、35.4％となった。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が379百万円、繰延ヘッジ損益

が10百万円、それぞれ減少し、法人税等調整額が370百万円、その他有価証券評価差額金が１百万円、それぞれ増加し

ている。
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（資産除去債務関係）

　　前連結会計年度末（平成23年３月31日）

　　重要性が乏しいため、記載を省略している。

　

　　当連結会計年度末（平成24年３月31日）

　　重要性が乏しいため、記載を省略している。

　　

（賃貸等不動産関係）

　当社および一部の子会社では、福岡県その他の地域において、非事業用資産（主として土地）を有している。前連結会

計年度における当該賃貸等不動産に関する租税公課は253百万円（主として営業外費用に計上）、売却損益は147百万円

（売却益は特別利益、売却損は特別損失に計上）、減損損失は151百万円（特別損失に計上）である。当連結会計年度に

おける当該賃貸等不動産に関する租税公課は248百万円（主として営業外費用に計上）、売却損益は85百万円（売却益

は特別利益、売却損は特別損失に計上）、減損損失は170百万円（特別損失に計上）である。

　　　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額および時価は、次のとおりである。

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

連結貸借対照表計上額 　 　

　 期首残高 16,889 16,313

　 期中増減額 △576 △564

　 期末残高 16,313 15,748

期末時価 32,657 29,679

 (注) １．期中増減額は、売却および減損損失による減少である。

　　　２．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行っ

　　　　　たものを含む。）である。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。　

　当社グループは、取扱製商品・サービスの類似性等に基づいて事業を区分しており、各事業部門は主体的

に、取り扱う製商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。

　したがって、当社グループは、製商品・サービス別のセグメントから構成されており、「石炭・コークス関

連事業」「総合エンジニアリング事業」の２つを報告セグメントとしている。

　「石炭・コークス関連事業」は、コークスの製造・販売、石炭の仕入販売を行っている。「総合エンジニア

リング事業」は、化学装置・機器等の製造・販売およびメンテナンスや産業廃棄物の収集・運搬および処理

等を行っている。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載

と同一である。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。

　セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいている。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他

（注１）　
合計額

調整額

（注２）　

　連結財務

　諸表計上

　額（注３）　
石炭・コーク
ス関連事業

総合エンジニ
アリング事業

計

売上高        

(1)外部顧客への売上高 108,450 11,915 120,365 4,956 125,322 － 125,322

(2)セグメント間の内部売上

   高又は振替高
－ 1,052 1,052 490 1,543 △1,543 －

計 108,450 12,968 121,418 5,447 126,865△1,543 125,322

セグメント利益 13,441 696 14,137 378 14,516△1,885 12,630

セグメント資産 83,638 9,636 93,274 16,463109,73827,262 137,000

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

　減価償却費 3,975 303 4,278 403 4,682 123 4,806

　減損損失 － － － 126 126 95 222

　有形固定資産及び無形固定資

　産の増加額
9,392 103 9,496 351 9,848 △46 9,801

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運輸荷役事業、不動産販

　　　　　売・賃貸事業等を含んでいる。

　　　２．調整額は以下のとおりである。

　　　　(1) セグメント利益の調整額△1,885百万円は、セグメント間取引消去△６百万円、各報告セグメントに配

　　　　　　分していない全社費用△1,878百万円である。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

　　　　　　費である。

　　　　(2) セグメント資産の調整額27,262百万円は、セグメント間取引消去△715百万円、各報告セグメントに配

　　　　　　分していない全社資産27,977百万円である。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない資産であ

　　　　　　る。

　　　　(3) 減損損失の調整額95百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失である。

　　　３．セグメント利益およびセグメント資産は、連結財務諸表の営業利益および資産合計と調整を行っている。

　　　４．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれている。

　　　５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用が含まれている。

　

　当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
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報告セグメント

その他

（注１）　
合計額

調整額

（注２）　

　連結財務

　諸表計上

　額（注３）　
石炭・コーク
ス関連事業

総合エンジニ
アリング事業

計

売上高        

(1)外部顧客への売上高 108,449 12,277 120,726 5,244 125,971 － 125,971

(2)セグメント間の内部売上

   高又は振替高
－ 1,109 1,109 856 1,966 △1,966 －

計 108,449 13,386 121,835 6,101 127,937△1,966 125,971

セグメント利益 8,816 1,050 9,866 341 10,208△1,690 8,517

セグメント資産 79,219 7,659 86,878 17,556104,43422,247 126,681

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

　減価償却費 4,749 319 5,068 344 5,413 115 5,529

　減損損失 － － － － － 170 170

　有形固定資産及び無形固定資

　産の増加額
6,197 212 6,409 1,232 7,641 73 7,715

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運輸荷役事業、不動産販

　　　　　売・賃貸事業等を含んでいる。

　　　２．調整額は以下のとおりである。

　　　　(1) セグメント利益の調整額△1,690百万円は、セグメント間取引消去△９百万円、各報告セグメントに配

　　　　　　分していない全社費用△1,681百万円である。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

　　　　　　費である。

　　　　(2) セグメント資産の調整額22,247百万円は、セグメント間取引消去△1,242百万円、各報告セグメントに

　　　　　　配分していない全社資産23,490百万円である。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない資産であ

　　　　　　る。

　　　　(3) 減損損失の調整額170百万円は、報告セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失である。

　　　３．セグメント利益およびセグメント資産は、連結財務諸表の営業利益および資産合計と調整を行っている。

　　　４．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれている。

　　　５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用が含まれている。
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」に記載してい

る。

　

２．地域ごとの情報

　　(1)売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。　

　

　　(2)有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略している。

　

　３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円） 

顧客の名称 売上高 関連するセグメント名

新日本製鐵株式会社 50,145石炭・コークス関連事業

住友商事株式会社 11,514石炭・コークス関連事業

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」に記載してい

る。

　

２．地域ごとの情報

　　(1)売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。　

　

　　(2)有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略している。

　

　３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円） 

顧客の名称 売上高 関連するセグメント名

新日本製鐵株式会社 42,822石炭・コークス関連事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

　　　　　　「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」に記載している。

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　　　　　　「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」に記載している。

　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

　　　　　　該当事項はない。

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　　　　　　該当事項はない。

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

　　　　　　該当事項はない。

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　　　　　　該当事項はない。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引　

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　　前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

　

その他の

関係会社

　

新日本製

鐵㈱

　

東京都

千代田区

　
419,524

　

製鉄事業

　

(被所有)

直接21.7%

兼任

２名

転籍

１名

　

製品等の

販売

当社製品等

の販売

原材料の仕

入 

50,145

 
 16,710

売掛金※

 

買掛金等※

3,581

 

 4,402

　

その他の

関係会社

　

住友商事

㈱

　

東京都

中央区

　
219,279

　

総合商社

　

(被所有)

直接21.7%

兼任

２名

転籍

１名

　

製品等の

販売

　

当社製品等

の販売

　

11,514

　

売掛金※

　
38

（注）１．※：消費税等を含んでいる。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

　当社製品等の販売および原材料の仕入については、市場価格等を勘案し、交渉のうえ価格を決定している。

　

　　当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

　

その他の

関係会社

　

新日本製

鐵㈱

　

東京都

千代田区

　
419,524

　

製鉄事業

　

(被所有)

直接21.7%

兼任

２名

転籍

１名

　

製品等の

販売

当社製品等

の販売

原材料の仕

入 

42,822

 
 15,085

売掛金※

 

買掛金等※

1,644

 

 4,260

（注）１．※：消費税等を含んでいる。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

　当社製品等の販売および原材料の仕入については、市場価格等を勘案し、交渉のうえ価格を決定している。

　

(2）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

　該当事項はない。

　

　　当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　該当事項はない。

　

(3）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　　前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

　該当事項はない。

　

　　当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　該当事項はない。
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　　　(4）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　　　　　前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

その他の

関係会社

の子会社

新日鉄エ

ンジニア

リング㈱

東京都

品川区

　
15,000

エンジニ

アリング

事業

　

－

　

－

　

－

　

設備の購入

　

4,284

　

　

－

　

－　

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等

設備の購入については、市場価格等を勘案し、交渉のうえ価格を決定している。

　　　　　当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

その他の

関係会社

の子会社

新日鉄エ

ンジニア

リング㈱

東京都

品川区

　
15,000

エンジニ

アリング

事業

　

－

　

－

　

－

　

設備の購入

　

1,674

　

　

－

　

－　

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等

設備の購入については、市場価格等を勘案し、交渉のうえ価格を決定している。
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（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

　１株当たり純資産額　 　116.43円 126.31円　

　１株当たり当期純利益金額　 　39.80円 15.58円　

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　 34.34円 14.61円　

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

純資産の部の合計額　　　　　　　　（百万円） 38,832 38,227

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 3,690 104

（うち少数株主持分） (119) (104)

（うち普通株式を対価とする取得請求権付Ｃ種優

先株式払込金額）
(3,500) (－)

（うちＣ種優先配当の額） (70) (－)

普通株式に係る期末の純資産額　　　（百万円） 35,142 38,122

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数　　　　　　　　　（株）
301,822,308 301,819,361

（注）２．１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

である。

 
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益　　　　　　　　　　　（百万円） 12,082 4,703

普通株主に帰属しない金額　　　　（百万円） 70 －

（うちＣ種優先配当の額） (70) (－)

普通株式に係る当期純利益　　　　（百万円） 12,011 4,703

期中平均株式数　　　　　　　　　　　（株） 301,825,647 301,821,408

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額　　　　　　　　（百万円） 70 －

（うちＣ種優先配当の額） (70) (－)

普通株式増加数　　　　　　　　　　　（株） 50,005,887 20,203,985

（うち普通株式を対価とする取得請求権付Ｃ種

優先株式）
(50,005,887) (20,203,985)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式の概要

―――――― ――――――

　

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はない。　
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 4,080 9,031 0.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 8,858 8,700 1.7 －

１年以内に返済予定のリース債務 38 42 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 44,956 36,901 1.7 平成25～28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 99 76 － 平成25～29年

その他有利子負債     

割賦長期未払金（１年以内） 6 1 2.9 －

割賦長期未払金（１年超） 1 － － －

合計 58,041 54,753 － －

（注）１．平均利率については、期末残高に対する加重平均利率を記載している。

　　　２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、記載していない。 

３．長期借入金およびリース債務の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりである。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 8,520 8,080 20,154 99

リース債務 33 22 10 7

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首および当連

結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規

定により記載を省略している。　

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 30,966 65,243 94,539 125,971

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
4,127 6,448 6,561 7,085

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
2,982 4,371 4,292 4,703

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
9.88 14.48 14.22 15.58

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
9.88 4.60 △0.26 1.36
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,585 1,236

受取手形 90 ※6
 25

売掛金 ※2
 9,540

※2
 7,567

商品及び製品 ※4
 8,735

※4
 9,692

仕掛品 330 327

原材料及び貯蔵品 12,927 10,391

前払費用 119 129

未収入金 516 392

繰延税金資産 2,408 1,403

預け金 ※1
 1,538

※1
 1,643

その他 341 259

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 38,130 33,064

固定資産

有形固定資産

建物 5,613 5,476

減価償却累計額 △4,426 △4,122

建物（純額） ※1
 1,187

※1
 1,353

構築物 9,479 10,025

減価償却累計額 △5,312 △5,414

構築物（純額） ※1
 4,167

※1
 4,610

機械及び装置 50,701 59,508

減価償却累計額 △28,358 △30,448

機械及び装置（純額） ※1
 22,343

※1
 29,060

車両運搬具 18 19

減価償却累計額 △16 △14

車両運搬具（純額） 2 5

工具、器具及び備品 893 698

減価償却累計額 △787 △581

工具、器具及び備品（純額） ※1
 106 116

土地 ※1
 39,929 39,168

リース資産 － 37

減価償却累計額 － △1

リース資産（純額） － 35

建設仮勘定 7,853 797

有形固定資産合計 75,588 75,147

無形固定資産

ソフトウエア 307 212

その他 12 19

無形固定資産合計 320 231
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 326 412

関係会社株式 5,192 5,055

出資金 0 0

長期貸付金 － 261

関係会社長期貸付金 1,598 649

破産更生債権等 0 0

長期前払費用 1,026 962

繰延税金資産 3,076 2,201

その他 701 507

貸倒引当金 △10 △10

投資その他の資産合計 11,911 10,041

固定資産合計 87,820 85,420

資産合計 125,950 118,484

負債の部

流動負債

支払手形 ※2
 4,243

※2, ※6
 3,932

買掛金 ※2
 14,813

※2
 13,240

短期借入金 3,920 9,001

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 7,693

※1
 7,693

リース債務 0 9

未払金 3,990 1,745

未払費用 1,410 1,506

未払法人税等 162 －

前受金 216 229

預り金 478 492

賞与引当金 547 550

関係会社整理損失引当金 695 650

不適切取引損失引当金 705 －

その他 179 441

流動負債合計 39,058 39,493

固定負債

長期借入金 ※1
 42,697

※1
 35,004

リース債務 0 33

退職給付引当金 4,144 4,145

役員退職慰労引当金 108 101

環境対策引当金 3,526 3,037

資産除去債務 109 109

その他 27 27

固定負債合計 50,613 42,459

負債合計 89,672 81,953
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,000 7,000

資本剰余金

資本準備金 1,750 1,750

資本剰余金合計 1,750 1,750

利益剰余金

利益準備金 3 3

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 27,652 27,987

利益剰余金合計 27,655 27,990

自己株式 △94 △94

株主資本合計 36,311 36,645

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 23 25

繰延ヘッジ損益 △56 △139

評価・換算差額等合計 △32 △114

純資産合計 36,278 36,531

負債純資産合計 125,950 118,484
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高

商品売上高 25,589 28,888

製品売上高 ※1
 87,136

※1
 84,256

運輸荷役業収益 1,055 －

売上高合計 113,781 113,144

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 5,607 5,629

当期商品仕入高 22,819 26,222

合計 28,426 31,852

商品期末たな卸高 5,629 6,394

商品売上原価 22,796 25,457

製品売上原価

製品期首たな卸高 2,936 3,094

当期製品製造原価 ※1
 73,502

※1
 75,766

合計 76,438 78,860

製品期末たな卸高 3,094 3,479

製品他勘定振替高 39 －

製品評価損戻入 301 －

製品評価損 － 191

製品売上原価 73,004 75,572

運輸荷役業原価 1,310 －

売上原価合計 97,111 101,030

売上総利益 16,670 12,114

販売費及び一般管理費

陸上運賃 326 415

海上運賃 734 693

積揚地諸掛 867 769

その他販売諸掛 174 241

給料及び賃金 861 780

賞与引当金繰入額 158 149

退職給付費用 246 247

役員退職慰労引当金繰入額 31 35

租税公課 249 247

賃借料 336 239

減価償却費 114 114

その他 ※6
 790

※6
 749

販売費及び一般管理費合計 4,892 4,685

営業利益 11,777 7,428
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業外収益

受取利息 80 71

受取配当金 ※1
 127

※1
 1,555

為替差益 190 －

その他 112 193

営業外収益合計 510 1,820

営業外費用

支払利息 1,252 1,029

租税公課 ※7
 252

※7
 235

環境対策引当金繰入額 186 197

その他 713 311

営業外費用合計 2,404 1,773

経常利益 9,883 7,475

特別利益

補助金収入 1,496 503

関係会社株式売却益 4 269

固定資産売却益 ※2
 219

※2
 178

関係会社貸倒引当金等取崩益 945 －

不適切取引損失引当金戻入額 － 135

その他 1 26

特別利益合計 2,667 1,113

特別損失

固定資産除却損 ※4
 277

※4
 585

訴訟関連損失 45 208

減損損失 ※5
 222

※5
 170

固定資産売却損 ※3
 105

※3
 64

環境対策引当金繰入額 823 －

その他 314 42

特別損失合計 1,789 1,071

税引前当期純利益 10,761 7,518

法人税、住民税及び事業税 24 107

法人税等調整額 537 1,921

法人税等合計 561 2,029

当期純利益 10,199 5,488
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(イ) 【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　物品費  63,685 86.7 65,456 86.4

Ⅱ　労務費  3,181 4.3 3,132 4.1

Ⅲ　経費  ※２ 6,577 9.0 7,172 9.5

当期総製造費用  73,444100.0 75,761100.0

仕掛品半製品期首たな卸高  400  342  

仕掛品半製品期末たな卸高  342  337  

当期製品製造原価  73,502 75,766 

（注）　１．原価計算の方法

コークス部門は等級別総合原価計算ならびに環境部門および化工機部門は個別原価計算によっている。

※２．経費の主な内訳は次のとおりである。

  前事業年度  当事業年度

修繕費   2,160百万円  2,143百万円

電力費  282百万円 211百万円

減価償却費   3,537百万円  4,279百万円

請負金  255百万円 293百万円

　

(ロ) 【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

運輸荷役業原価      
Ⅰ　物品費  21 1.7 － －
Ⅱ　労務費  493 37.6 － －
Ⅲ　経費  708 54.0 － －
Ⅳ　減価償却費  87 6.7 － －
売上原価  1,310 100.0 － －
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 7,000 7,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,000 7,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,750 1,750

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,750 1,750

資本剰余金合計

当期首残高 1,750 1,750

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,750 1,750

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 3 3

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3 3

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 22,689 27,652

当期変動額

剰余金の配当 △756 △673

当期純利益 10,199 5,488

自己株式の処分 － △0

自己株式の消却 △4,480 △4,480

当期変動額合計 4,962 334

当期末残高 27,652 27,987

利益剰余金合計

当期首残高 22,692 27,655

当期変動額

剰余金の配当 △756 △673

当期純利益 10,199 5,488

自己株式の処分 － △0

自己株式の消却 △4,480 △4,480

当期変動額合計 4,962 334

当期末残高 27,655 27,990
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

自己株式

当期首残高 △93 △94

当期変動額

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △4,480 △4,480

自己株式の消却 4,480 4,480

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △94 △94

株主資本合計

当期首残高 31,349 36,311

当期変動額

剰余金の配当 △756 △673

当期純利益 10,199 5,488

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △4,480 △4,480

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 4,961 334

当期末残高 36,311 36,645

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 25 23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2 2

当期変動額合計 △2 2

当期末残高 23 25

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △35 △56

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△20 △83

当期変動額合計 △20 △83

当期末残高 △56 △139

評価・換算差額等合計

当期首残高 △9 △32

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△22 △81

当期変動額合計 △22 △81

当期末残高 △32 △114

純資産合計

当期首残高 31,339 36,278

当期変動額

剰余金の配当 △756 △673

当期純利益 10,199 5,488

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △4,480 △4,480

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22 △81

当期変動額合計 4,938 252

当期末残高 36,278 36,531
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【重要な会計方針】

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１．有価証券の評価基準および評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法

(3）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

２．デリバティブ等の評価基準および評価方法

　デリバティブ

　時価法

３．たな卸資産の評価基準および評価方法

(1）商品・製品

　総平均法（ただし、環境部門、化工機部門および販売用不動産は個別法）に基づく原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）半製品・原材料・貯蔵品

　総平均法（ただし、環境部門および化工機部門の一部は移動平均法または先入先出法、コークス部門は移動平均

法）に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3）仕掛品

　移動平均法（ただし、環境部門および化工機部門は個別法）に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法

　　ただし、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年均等償却としている。

　なお、主な耐用年数は次のとおり。

建物及び構築物　15～50年

機械及び装置　　７～13年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース開始日が平成20年３月31日以前のリース取引および

個々のリース資産に重要性が乏しいと認められるリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

 

EDINET提出書類

日本コークス工業株式会社(E00030)

有価証券報告書

 84/107



当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上している。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額を計上している。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上している。

　なお、会計基準変更時差異（6,950百万円）については、15年による按分額を費用処理している。

　また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間（13年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

(4）役員退職慰労引当金

　役員等の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく事業年度末要支給額を計上している。

(5）関係会社整理損失引当金

　関係会社の整理により将来負担することとなる損失に備えるため、当該損失見込額を計上している。

(6) 環境対策引当金

　当社が関係会社より承継した閉山坑の環境整備費用の支出に備えるため、当該費用の見込額を計上している。

７．収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　(イ)当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　(ロ)その他の工事

　　　　工事完成基準

８．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　為替予約取引および金利スワップ取引については、繰延ヘッジ処理によっている。ただし、為替予約等が付されてい

る外貨建金銭債権債務等は振当処理を、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用して

いる。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引、金利スワップ取引

ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引、借入金の支払金利

(3）ヘッジ方針

　外貨建取引に係る将来の為替変動によるリスク回避および金利変動による金融負債の損失可能性を減殺する目的

で行っている。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の変動額の累計とヘッジ手段の変動額の累計を比較することにより有効性を判定している。

　ただし、為替予約取引等においては、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約等を振り当てており、その後の為

替変動による相関関係が確保されているため、その判定をもって有効性の判定としている。特例処理の要件を満たす

金利スワップ取引については、その判定をもって有効性の判定としている。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等は税抜方式を採用している。
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【表示方法の変更】

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

（損益計算書）

１．前事業年度において、独立掲記していた「販売費及び一般管理費」の「役員報酬」および「福利厚生費」は金額

　的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示している。この表示方法の変更を反映させ

　るため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「役員報酬」および「福利厚生費」

　に表示していた78百万円および153百万円は、「その他」として組み替えている。

２．前事業年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「借入関係費用」は、営業外費用の総額の100分の10

　以下となったため、当事業年度より「その他」に含めて表示している。この表示方法の変更を反映させるため、前

　事業年度の財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「借入関係費用」に表示していた537百万円

　は、「その他」として組み替えている。

３．前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「環境対策引当金繰入額」は、営業外費用の総

　額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、

　前事業年度の財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた362百万円は、「環

　境対策引当金繰入額」186百万円、「その他」176百万円として組み替えている。

４．前事業年度において、「特別利益」の「その他」に含めていた「関係会社株式売却益」は、特別利益の総額の

　100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前事

　業年度の財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示していた５百万円は、「関係会

　社株式売却益」４百万円、「その他」１百万円として組み替えている。

５．前事業年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「訴訟関連損失」は、特別損失の総額の100分の

　10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の

　財務諸表の組替えを行っている。

　　この結果、前事業年度の損益計算書において、「特別損失」の「その他」に表示していた360百万円は、「訴訟

　関連損失」45百万円、「その他」314百万円として組み替えている。 

 

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

　　※１．担保資産および担保付債務

　　　　　担保に供している資産は、次のとおりである。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

預け金 1,538百万円(　 －百万円) 1,643百万円(　 －百万円)

建物 160 (   55      )　98　　　　 (   －      )

構築物 1,441 (1,000      )　80 (　 －　　　)

機械及び装置 8,215 (1,508　　  )5,581 (　 －　　　)

工具、器具及び備品 0 (　　0　　　) － (　 －　　　)

土地 2,700 (　497　　　) － (　 －　　　)

計 14,055 (3,061    　)7,404 (　 －　　　)

（　）内は、財団を組成しているものの金額であり、内数で表示している。

　

　　　担保付債務は、次のとおりである。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

長期借入金（１年内返済分を含む） 7,391百万円 5,478百万円

　

　※２．関係会社項目

　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがある。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

流動資産 　 　

売掛金 3,956百万円 2,041百万円

流動負債 　 　

支払手形 173 23

買掛金 6,281 4,959

　

　３．受取手形割引高

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

受取手形割引高 201百万円 393百万円

　

※４．販売用不動産

　商品及び製品の中には、販売用不動産が以下の通り含まれている。 

前事業年度
（平成23年３月31日）

当事業年度
（平成24年３月31日）

3,255百万円 2,948百万円

　

　　　５．保証債務

　　　　借入金および手形割引債務等に対する支払保証を行っている。　

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
　

当事業年度
（平成24年３月31日）

　㈱三井三池製作所 　　　　　1,499百万円 　㈱三井三池製作所 　　　　　　375百万円

　ひびき灘開発㈱ 　          312　ひびき灘開発㈱ 　          191

　その他 　           12　 　           

計 　　　　　1,823 計 　　　　　  566
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※６．事業年度末日満期手形

　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当事業年度の末日

が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残高に含まれている。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

受取手形 －百万円 0百万円

支払手形 － 61

　

　７．当座貸越契約及び貸出コミットメント

　　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行20行と当座貸越契約および貸出コミットメント契約を締結

　している。

　　上記契約に基づく当事業年度末における借入未実行残高は次のとおりである。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 42,700百万円 45,700百万円

借入実行残高 3,920 9,001

差引額 38,779 36,698

　

　８．財務制限条項

　　　前事業年度（平成23年３月31日）

　　　短期借入金のうち3,920百万円（貸出コミットメント契約に基づく借入実行残高）および長期借入金のうち

　　49,845百万円（一年内返済の長期借入金を含む）には、以下の財務制限条項が付されている。

　　　(1)純資産維持

　　　　①長期借入金（平成18年３月契約分6,845百万円）

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の資本の部（純資産の部合計－繰延ヘッジ損益－［連結］少

　　　　数株主持分）の金額を平成17年３月期または直前期のいずれか高い方の70％以上とすること。

　　　　②長期借入金（平成23年３月契約分43,000百万円）

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の純資産の金額を平成22年３月期または直前期のいずれか高

　　　　い方の70％以上とすること。

　　　　③短期借入金

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の純資産の部（資本の部合計＋繰延ヘッジ損益＋［連結］少

　　　　数株主持分＋新株予約権）の金額を平成18年３月期または直前期のいずれか高い方の70％以上とすること。

　　　(2)利益維持

　　　　連結決算および個別決算において、本決算の営業損益を二期連続マイナスとしないこと。

　　　(3)キャッシュ・フロー制限

　　　　①連結決算において、本決算でのＤＳＣＲを1.1未満としないこと。（ただし、当該年度の経常損益がマイ

　　　　　ナスでない場合は除く）

　　　　②連結決算において、本決算でのＤＳＣＲを二期連続1.1未満としないこと。

　　　　※ＤＳＣＲ（デット・サービス・カバレッジ・レシオ）＝（営業活動によるキャッシュ・フロー－利息の支　

　　　　　払額）÷（長期借入の返済額＋支払利息）

　　　　　なお、長期借入金（平成23年３月契約分）に上記キャッシュ・フロー制限は適用されていない。
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　　　当事業年度（平成24年３月31日）

　　　短期借入金のうち9,001百万円（貸出コミットメント契約に基づく借入実行残高）および長期借入金のうち

　　42,334百万円（一年内返済の長期借入金を含む）には、以下の財務制限条項が付されている。

　　　(1)純資産維持

　　　　①長期借入金（平成18年３月契約分5,478百万円）

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の資本の部（純資産の部合計－繰延ヘッジ損益－［連結］少

　　　　数株主持分）の金額を平成17年３月期または直前期のいずれか高い方の70％以上とすること。

　　　　②長期借入金（平成23年３月契約分36,856百万円）

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の純資産の金額を平成22年３月期または直前期のいずれか高

　　　　い方の70％以上とすること。

　　　　③短期借入金

　　　　　連結決算および個別決算において、本決算期の純資産の金額を平成23年３月期または直前期のいずれか高

　　　　い方の70％以上とすること。

　　　(2)利益維持

　　　　連結決算および個別決算において、本決算の営業損益を二期連続マイナスとしないこと。

　　　(3)キャッシュ・フロー制限

　　　　①連結決算において、本決算でのＤＳＣＲを1.1未満としないこと。（ただし、当該年度の経常損益がマイ

　　　　　ナスでない場合は除く）

　　　　②連結決算において、本決算でのＤＳＣＲを二期連続1.1未満としないこと。

　　　　※ＤＳＣＲ（デット・サービス・カバレッジ・レシオ）＝（営業活動によるキャッシュ・フロー－利息の支

　　　　　払額）÷（長期借入の返済額＋支払利息）

　　　　　なお、長期借入金（平成23年３月契約分）および短期借入金に上記キャッシュ・フロー制限は適用されて

　　　　いない。

　

（損益計算書関係）

※１．関係会社との主な損益取引は、次のとおりである。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

関係会社への売上高 63,631百万円 　 44,378百万円

関係会社からの受取配当金 121 　 1,354

関係会社からの仕入高 23,705 　 20,253

　

※２．固定資産売却益の主な内訳は、次のとおりである。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

土地売却益 213百万円 　 171百万円

　

※３．固定資産売却損の主な内訳は、次のとおりである。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

土地売却損 104百万円 　 62百万円

　

※４．固定資産除却損の主な内訳は、次のとおりである。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

機械及び装置除却損 242百万円 　 528百万円
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※５．減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上した。

　

　前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

用途 場所 種類 減損損失の金額
非事業用資産 　　福岡県大牟田市 土地 　　　   126百万円
非事業用資産 　　福岡県田川市他 土地等 　　　　  96百万円

合計          222百万円

　　  　※固定資産の種類ごとの減損損失の内訳

　　　　　土地　　　　　　　　　　 170百万円

　　　　　建物　　　　　　　　　　　46

　　　　　構築物　　　　　　　　　　 5

　　　　　工具、器具及び備品　　　 　0

　

　当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日） 

用途 場所 種類 減損損失の金額
非事業用資産 福岡県大牟田市他 土地 　　　   170百万円

　なお、当社は、セグメントを基礎に、主として継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を単位として資

産をグルーピングしている。また、非事業用資産については、個々の資産単位で区分している。

　譲渡予定の資産については、帳簿価額を回収可能価額まで減額している。なお、回収可能価額は、譲渡先との交渉等

を勘案した譲渡見込価額に基づく正味売却価額により測定している。

　また、時価が著しく下落した資産については、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上している。回収可能価額については、不動産鑑定評価額に基づき測定している。

　

※６．一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

30百万円 2百万円

　

※７．処分予定資産等に係る固定資産税である。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注１） 521 5 － 527

Ｃ種優先株式（注２） － 14,000 14,000 －

合計 521 14,005 14,000 527

（注１）普通株式の増加５千株は単元未満株式の買取りによるものである。

（注２）Ｃ種優先株式の増加14,000千株は、会社法第156条乃至第160条に基づく自己株式の取得によるものであり、減少

14,000千株は会社法第178条に基づく自己株式の消却によるものである。

    

当事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注１） 527 3 0 530

Ｃ種優先株式（注２） － 14,000 14,000 －

合計 527 14,003 14,000 530

（注１）普通株式の増加３千株は単元未満株式の買取りによるものであり、減少０千株は単元未満株式の買増請求に応

じたことによるものである。

（注２）Ｃ種優先株式の増加14,000千株は、会社法第156条乃至第160条に基づく自己株式の取得によるものであり、減少

14,000千株は会社法第178条に基づく自己株式の消却によるものである。
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　（ア）有形固定資産　　主として総合エンジニアリング事業における工場設備である。

　（イ）無形固定資産　　ソフトウエアである。

　②　リース資産の減価償却の方法

　　　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりである。

　　　

　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）　

　 前事業年度（平成23年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
機械及び装置 74 64 9
車両運搬具 4 1 2
工具、器具及び備品 43 32 11
ソフトウエア 106 86 19
合計 228 185 42
　

（単位：百万円）

　 当事業年度（平成24年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
機械及び装置 74 72 1
車両運搬具 4 2 1
工具、器具及び備品 23 18 4
合計 101 94 7

  （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。

　

　(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）
未経過リース料期末残高相当額 　 　
１年内 35 5
１年超 7 2
合計 42 7

  （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

支払リース料 286 35
減価償却費相当額 286 35
　

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はない。
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（有価証券関係）

  子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式4,594百万円、関連会社株式461百万円、

前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式4,632百万円、関連会社株式559百万円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載していない。

　

　　　 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
　
　

当事業年度
（平成24年３月31日）

繰延税金資産  　  

賞与引当金 221百万円　 207百万円

退職給付引当金 1,676　 　 1,498

繰越欠損金 3,349 　 1,146

固定資産評価損　 643 　 539

減損損失 1,180 　 819

関係会社整理損失引当金 281 　 230

関係会社株式評価損 842 　 736

環境対策引当金　 1,425 　 1,080

不適切取引損失引当金　 285 　 －

その他 802 　 1,240

繰延税金資産小計 10,708　 7,499

評価性引当額 △5,197 　 △3,873　

繰延税金資産合計 　5,510 　 3,625　

繰延税金負債 　 　 　

その他有価証券評価差額金 △16 　 △14

その他 △9 　 △6

繰延税金負債合計 △25 　 △20

繰延税金資産の純額 5,485 　 3,604

 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
　
　

当事業年度
（平成24年３月31日）

法定実効税率 40.4％ 　 40.4％

（調整） 　 　 　

評価性引当額 △35.0 　 △10.2

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1 　 0.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.4 　 △7.9

住民税等均等割 0.2 　 0.3

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 　 4.4

その他 △0.1 　 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.2 　 27.0

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」

（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率

の引下げおよび復興特別法人税の課税が行われることとなった。　

　これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.4％から平成24年４月１

日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度までの期間に解消が見込まれる一時差異等につい

ては37.8％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、35.4％となっ

た。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が338百万円、繰延ヘッジ損益が

10百万円、それぞれ減少し、法人税等調整額が329百万円、その他有価証券評価差額金が２百万円、それぞれ増加してい

る。
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（資産除去債務関係）

　重要性が乏しいため、記載を省略している。

　　　

（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

　１株当たり純資産額　 　108.37円 121.04円　

　１株当たり当期純利益金額　 　33.56円 18.19円　

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　 28.99円 17.05円　

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

純資産の部の合計額　　　　　　　　（百万円） 36,278 36,531

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 3,570 －

（うち普通株式を対価とする取得請求権付Ｃ種優

先株式払込金額）
(3,500) (－)

（うちＣ種優先配当の額） (70) (－)

普通株式に係る期末の純資産額　　　（百万円） 32,708 36,531

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数　　　　　　　　　（株）
301,822,308 301,819,361

（注）２．１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

である。

 
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益　　　　　　　　　　　（百万円） 10,199 5,488

普通株主に帰属しない金額　　　　（百万円） 70 －

（うちＣ種優先配当の額） (70) (－)

普通株式に係る当期純利益　　　　（百万円） 10,129 5,488

期中平均株式数　　　　　　　　　　　（株） 301,825,647 301,821,408

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額　　　　　　　　（百万円） 70 －

（うちＣ種優先配当の額） (70) (－)

普通株式増加数　　　　　　　　　　　（株） 50,005,887 20,203,985

（うち普通株式を対価とする取得請求権付Ｃ種

優先株式）
(50,005,887) (20,203,985)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式の概要

―――――― ――――――

　

（重要な後発事象）

　　該当事項はない。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ている。

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残高
（百万円）

有形固定資産        
建物 5,613 276 414 5,476 4,122 93 1,353
構築物 9,479 775 229　 10,025 5,414 309 4,610
機械及び装置 50,70111,437 2,630 59,50830,448 4,280 29,060
車両運搬具 18 4 4 19 14 2 5
工具、器具及び備品 893 51 246 698 581 40 116

土地 39,929 0
761
(170)

39,168 － － 39,168

リース資産　 － 37 － 37 1 1 35
建設仮勘定 7,853 5,850 12,906 797 － － 797

有形固定資産計 114,48918,435
17,193
(170)

115,73040,583 4,728 75,147

無形固定資産        
ソフトウエア 722 43 8 756 544 135 212
その他 15 7 － 22 3 1 19

無形固定資産計 737 50 8 779 547 136 231

長期前払費用 1,862 36 0 1,898 935 99 962

繰延資産        
－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －
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（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額である。

２．機械及び装置の当期増加額のうち主なものは、北九州事業所におけるコークス製造設備の新規設備投資9,949

百万円、港湾荷役設備の新規設備投資1,434百万円である。

３．建設仮勘定の当期増加額のうち主なものは、北九州事業所におけるコークス製造設備の新規設備投資4,210百

万円である。　

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 15 0 － 0 14

賞与引当金 547 550 547 － 550

関係会社整理損失引当金 695 － 45 － 650

不適切取引損失引当金 705 － 569 135 －

役員退職慰労引当金 108 35 42 － 101

環境対策引当金 3,526 197 686 － 3,037

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権の回収によるものである。　　　　　

２．不適切取引損失引当金の「当期減少額（その他）」は、不適切取引損失が確定したことに伴う取崩差額であ

る。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金  

当座預金 38

普通預金 1,197

小計 1,236

計 1,236

２．受取手形

<イ>相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ＹＰＫ 10

㈱ダイサンエンタープライズ 8

味の素エンジニアリング㈱ 3

日東機器ファインテック㈱ 1

その他 1

計 25

<ロ>期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成24年４月 1

５月 0

６月 4

７月 16

８月 1

計 25
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３．売掛金

<イ>相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

新日本製鐵㈱ 1,644

㈱シグマパワー有明 869

神戸製鋼所㈱ 531

㈱三誠商会 476

㈱板垣金造商店 396

その他 3,648

計 7,567

<ロ>売掛金の発生および回収ならびに滞留状況

当期首残高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

当期末残高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A)＋(B)

×100

(A)+(D)
───────

2
────────

(B)
───────

366

9,540 118,434 120,408 7,567 　　94.1 　26

（注）上記金額には、消費税等が含まれている。

４．商品及び製品

品目 金額（百万円）

商品  

　石炭 3,445

　販売用不動産 2,948

小計 6,394

製品  

　コークス 3,277

　その他 10

小計 3,288

半製品 9

計 9,692

　※　販売用不動産のうち、土地は、北海道地区19,927㎡、九州地区1,909,989㎡である。
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５．仕掛品 

品目 金額（百万円）

化学関連機器     170

コークス    157

計    327

 

６．原材料及び貯蔵品

品目 金額（百万円）

原材料 9,257

貯蔵品 1,133

計 10,391

②　負債の部

Ⅰ　流動負債

１．支払手形

<イ>相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

旭興産㈱ 162

東芝産業機器システム㈱ 35

㈱サン有明電気 23

㈱ＹＰＫ 18

㈱ニッカトー 18

その他 3,673

計 3,932

 

<ロ>期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成24年４月 2,779

５月 949

６月 104

７月 85

８月 13

計 3,932
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２．買掛金

相手先 金額（百万円）

新日本製鐵㈱ 4,260

三菱商事㈱ 2,849

三井物産メタルズ㈱ 1,278

丸紅㈱ 904

住友商事㈱ 489

その他 3,457

計 13,240

３．短期借入金　

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 1,358

㈱福岡銀行 892

㈱富山第一銀行 776

中央三井信託銀行㈱ 679

住友信託銀行㈱ 640

その他 4,656

１年内返済予定の長期借入金 7,693

計 16,695

（注）中央三井信託銀行株式会社および住友信託銀行株式会社は、平成24年４月１日付で合併し、商号を三井住友信託

　　　銀行株式会社に変更している。　

　

Ⅱ　固定負債

長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行
(1,099)

6,256

農林中央金庫
(807)

4,514

住友信託銀行㈱
(623)

3,492

㈱福岡銀行
(734)

3,458

中央三井信託銀行㈱
(475)

2,701

その他
(3,954)

22,274

計
(7,693)

42,697

（注）１．金額欄、上段（　）内は１年内返済予定の長期借入金を内数表示しており、貸借対照表では流動負債に区分

　　　　　掲記している。

　　２．中央三井信託銀行株式会社および住友信託銀行株式会社は、平成24年４月１日付で合併し、商号を三井住友信

　　　　託銀行株式会社に変更している。　
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（３）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日

９月30日

３月31日

（Ｃ種優先株式については、中間配当は行わない。）

単元株式数 500株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所
（特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

取次所 ――――――  

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを

得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL　http://www.n-coke.com 

株主に対する特典 なし

（注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項

　　　　　の規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割

　　　　　当てを受ける権利ならびに単元未満株式の買増請求をする権利以外の権利を有さない。

　　　２．平成24年６月28日開催の第９回定時株主総会において、Ｃ種優先株式についての定款の定めを削除する旨

　　　　　を決議している。

　　　３．特別口座の口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社は、平成24年４月１日付で、住友信託銀行株式

　　　　　会社および中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、商号を「三井住友信託銀行株式会社」に変更

　　　　　し、以下の通り商号・住所等が変更となっている。　

　　　　　取扱場所　　　　（特別口座）　

　　　　　　　　　　　　　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　　　　株主名簿管理人　（特別口座）

　　　　　　　　　　　　　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1) 有価証券報告書およびその添付書類ならびに確認書

事業年度（第８期）（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）　平成23年６月29日関東財務局長に提出

　

(2) 内部統制報告書およびその添付書類　

平成23年６月29日関東財務局長に提出 

　

(3) 四半期報告書および確認書

（第９期第１四半期）（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）　平成23年８月12日関東財務局長に提出

（第９期第２四半期）（自平成23年７月１日　至平成23年９月30日）　平成23年11月11日関東財務局長に提出

　　（第９期第３四半期）（自平成23年10月１日　至平成23年12月31日）　平成24年２月10日関東財務局長に提出

　

(4) 臨時報告書

平成23年７月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書である。　 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成２４年６月２８日

日本コークス工業株式会社    

代表取締役社長 西尾　仁見　殿  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩渕　信夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上田　雅之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山村　竜平　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本コークス工業株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

コークス工業株式会社及び連結子会社の平成２４年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本コークス工業株式会社の

平成２４年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、日本コークス工業株式会社が平成２４年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書

   平成２４年６月２８日

日本コークス工業株式会社    

代表取締役社長 西尾　仁見　殿  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩渕　信夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上田　雅之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山村　竜平　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本コークス工業株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本コーク

ス工業株式会社の平成２４年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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